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判例研究 

 

冒認と民法 94 条 2 項類推適用 

知財高判令和6年10月 10日令和6年(ネ)第10044号裁判所ウェブサイト 

東京地判令和 6年 4月 17日令和4年(ワ)第 19222号裁判所ウェブサイト 

[ヘアーアイロン] 

 阿 部 冬 星 

Ⅰ はじめに 

 

冒認とは、特許を受ける権利を有しない者が特許出願人となることを

いう1(以下、共同出願違反(特許法 38 条)と併せて「冒認等」という。）。

特許法平成 23 年改正では、真の権利者が、冒認等に基づく特許権の特許

権者に対して、その特許権の移転を請求することができる制度(以下「移

転請求制度」という。）が導入された2。 

 本件は、特許法 74 条 1 項に基づくこの移転請求に対して、民法 94 条 2

項類推適用をすることができるか否かが争われた事例である。第一審判

決も控訴審判決も、民法 94 条 2 項類推適用の可能性を認める一般論を示

した上で、あてはめにおいても民法 94 条 2 項類推適用を認めた。 

 本件は、特許法 74条 1項に基づく移転請求に対する民法94条 2項類推

適用の可否が問題となった初めての事例であり、理論上重要な意義を有

 
1 「冒認」の語は、元は法令用語であった。我が国の特許法制では、明治 42 年特

許法において初めて登場し(同法第 31 条等)、大正 10 年特許法にも見られる(同法

第 10 条等)。さらに遡ると、「冒認」の語は、旧刑法第 390 条に見られ、唐律や清

律に起源があるとされる(清瀬一郎『特許法原理〔改訂再版〕』(巖松堂書店、192

9)103 頁注 1(国立国会図書館デジタルコレクション(https://dl.ndl.go.jp/pid/1881854/1/

79)(2024 年 12 月 6 日最終閲覧)))。昭和 34 年特許法の制定に伴い、「冒認」の語

は、法令からは姿を消したが、講学上の概念として定着している。 
2 特許庁工業所有権制度改正審議室編『平成 23 年 特許法等の一部改正 産業財

産権法の解説』(発明協会、2011)44 頁。 
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する。 

 

Ⅱ 事実(控訴審判決による補正後のもの) 

 

１ 事案の概要 

 

Ⅹ社は、本件発明について特許を受ける権利を有しており、本件発明

に係る特許出願(以下「本件出願」という。）を行った。その後、Ⅹ社が

Ｂ3に対して特許を受ける権利を譲渡する旨の譲渡証書が作成され(以下、

この譲渡証書に係る譲渡契約を「本件譲渡契約①」という。）、本件出願

の出願人名義は、Ｂに変更された。Ｂは、特許第 6527371 号の特許(以下

「本件特許」という。）に係る特許権(以下「本件特許権」という。）の設

定登録を受けた。 

しかし、本件譲渡契約①は、無権代理によるもので、Ⅹ社に効果帰属

しないものであった(ということが第一審判決及び控訴審判決の前提とさ

 
3 本評釈における人物表記は、原則として、第一審判決の裁判所ウェブサイト掲載

版における人物表記の方法に従っている。これは、控訴審判決が、いわゆる引用

判決であり、控訴審判決を読む上でも第一審判決を参照する必要があること、ま

た、第一審判決の人物表記の方法では、結果として冒認者とされる人物が「Ｂ」

と表記され、冒認者の頭文字「Ｂ」と一致するために事実関係を把握しやすいこ

とを理由とする。 

 主要な人物について、第一審判決と控訴審判決のそれぞれの裁判所ウェブサイ

ト掲載版における人物表記の対応をまとめると、以下の通りである。 

第一審 控訴審 備考 

Ａ Ｂ(Ｂ’) Ｘ社の代表取締役名義で本件譲渡契約①の譲渡証書を作成した者。 

Ｂ Ｃ(Ｃ’) 本件譲渡契約①の譲受人とされ、本件特許権の設定登録を受けた者。 

Ｄ Ｅ Ⅹ社の真の代表取締役。 

Ｇ Ｆ(Ｆ’) Ｙ社担当者。 

 なお、控訴審判決の裁判所ウェブサイト掲載版においては、「Ｂ’」等の「’」

を用いた表記が用いられている。筆者が訴訟記録を閲覧したところ、この表記は、

控訴審判決の判決原本に、姓名の表記(例：阿部冬星)と姓のみの表記(例：阿部)

がある場合に、姓名の表記を「Ｂ」等、姓のみの表記を「Ｂ’」等と匿名化したも

のである。 
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れている。後述Ⅳ 4(1)参照。）。 

Ｂは、Ｙ社完全子会社4に対して、本件特許権を譲渡した(以下「本件

譲渡契約②」という。）。その後、Ｙ社完全子会社は、Ｙ社に対し、本件

特許権を譲渡している(以下「本件譲渡契約③」という。）。 

 本件は、Ⅹ社が、本件特許は冒認に係るものであるとして、Ｙ社に対

し、特許法 74 条 1 項に基づき、本件特許権の移転登録手続を求めた事案

である。 

 

２ Ｘ社に関する事情 

 

（1）人物 

Ⅹ社に関する事情では、Ａという人物とＤという人物が重要である。 

Ａは、Ⅹ社代表取締役の名義で、本件譲渡契約①に係る譲渡証書を作

成した人物である。 

Ｄは、本件譲渡契約①に係る譲渡証書が作成された時に、Ⅹ社の代表

取締役であった人物である。 

 

（2）事実 

 Ⅹ社は、Ｈが設立した株式会社である。Ａは、平成 26 年 6 月 9 日に、

 
4 判決文では「ライツフォル」と略記されている。 
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Ｄからの依頼により、Ⅹ社の代表取締役に就任した。Ｈは、平成 26 年 6

月 11 日、Ⅹ社の株式を、Ａを経由する形で、Ｔ社に譲渡したとされる。

Ａを経由したのは、最終的な譲受人のＴ社が、Ｈが経営する別会社の取

引先であり、取引先であるＴ社に株式を直接譲渡することを避けるため

であったとされる。Ｄは、この契約の契約書を作成した。 

 Ⅹ社は、平成 27 年 4 月 6 日、本件出願を行った。 

 Ａは、平成27年 6月 11日、Ⅹ社の資金を私的に流用したこと等を理由

に、Ⅹ社の代表取締役を辞任させられた。Ｄは、同日、Ⅹ社の代表取締

役に就任した。その後すぐに、Ⅹ社の銀行口座が使用できなくなり、取

引先から支払がされていない旨の連絡があるなど、Ⅹ社の運営が混乱に

陥ったが、これらはＡの行為に起因するものであった。 

 Ａは、同年 7 月 15 日、自らがⅩ社の株主であるとして臨時株主総会を

開催した。この臨時株主総会では、ＤをⅩ社の取締役から解任する旨の

決議と、ＡをⅩ社の取締役及び代表取締役に選任する旨の決議がされた

(以下「本件株主総会決議①」という。）。同月 22 日、その旨の登記がさ

れた。 

 Ａは、同月 30 日、再び臨時株主総会を開催した。この臨時株主総会で

は、ＢをⅩ社の取締役に選任する旨の決議がされた(以下「本件株主総会

決議②」という。）。同月 31 日、その旨の登記がされた。 

Ｄは、同月頃、本件株主総会決議①及び②に係る登記を認識した。な

お、Ｄは、Ｂと面識がなかった。 

 Ａは、同年 8 月 18 日、Ⅹ社の代表取締役の名義で、Ｂに対し、本件発

明についての特許を受ける権利を譲渡する旨の譲渡証書を作成した(本件

譲渡契約①)。同日、出願人名義変更届が出され、承継を理由として出願

人がⅩ社からＢに変更された。 

 平成 28 年 11 月 24 日、本件出願につき出願公開がされた。Ｄは、同月

29 日までに、本件発明について特許を受ける権利がＢに譲渡されている

ことを認識した。 

 平成31年 2月 14日、本件出願に係る特許査定がされ、Ｂは、令和元年

5 月 17 日、本件特許権の設定登録を受けた。Ｄは、同月頃には、本件特

許権の設定登録がされたことを認識した。 

 Ｄは、令和 3 年になって、Ⅹ社に対し、本件株主総会決議①及び②等
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(以下「本件各株主総会決議」という。）の不存在確認の訴えを提起した。

しかし、Ⅹ社は、適式な呼出しを受けたにもかかわらず、この訴訟の口

頭弁論期日に出頭せず、同年 8 月 5 日、請求認容判決が確定した。 

 

３ Ｙ社らに関する事情 

 

 Ｙ社の担当者Ｇは、令和3年5月頃、開発中のヘアーアイロンに関して

本件特許の存在を認識した。 

 Ｂは、令和 4 年 2 月 1 日5、Ｙ社完全子会社に対し、本件特許権を譲渡

した(本件譲渡契約②)。このとき、Ｙ社の担当者Ｇは、交渉を担当した

弁理士から冒認を疑わせる不審事由の報告を受けることはなかった。 

 Ｙ社完全子会社は、同年4月8日、Ｙ社に対し、本件特許権を譲渡した

(本件譲渡契約③)。 

 

４ 本件訴訟の経過 

 

 Ｘ社は、令和4年7月30日、本件特許は冒認に係るものであるとして、

Ｙ社に対し、特許法 74 条 1 項に基づき、本件特許権の移転登録手続を求

める訴訟(本件訴訟)を提起した。 

 東京地裁民事第 29部(國分隆文裁判長)は、令和6年 4月 17 日、Ｘ社の

請求を棄却する旨の判決を言い渡した(第一審判決)。 

 知財高裁第 3部(中平健裁判長)は、令和6年 10月 10日、Ｘ社の控訴を

棄却する旨の判決を言い渡した(控訴審判決)。 

 控訴審判決については、令和6年11月 22日現在、Ｘ社により上告及び

上告受理申立てがされている。 

 

Ⅲ 判旨(控訴審判決) 

 

 控訴棄却(以下、第一審判決の引用部分は統合している。）。 

 
5 なお、本件譲渡契約②の締結自体は、令和 4 年 1 月 28 日であったと控訴審判決

で補正された。特許権の移転は、登録が効力発生要件とされている(特許法 98 条 1

項 1 号)ため、契約締結と特許権譲渡の日時にずれが生じている。 
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１ 特許法 74 条 1 項に基づく移転登録手続請求がされた場合における民

法 94 条 2 項類推適用の可否について 

 

「特許法 74 条 1 項及び 79 条の 2 第 1 項は、真の権利者の帰責性にかか

わらず、一定の要件を満たす善意の第三者に通常実施権を認めるもので

あり、他方、民法 94 条 2 項の類推適用は、虚偽の外観作出に係る真の権

利者の帰責性と第三者の善意又は善意無過失とを要件として、当該権利

者が権利を失ってもやむを得ないと判断できる場合に、当該権利者から

当該第三者への権利主張を許さないとするものであって、両者の要件及

び効果は異なっている。 

そして、特許法 79 条の 2 第 1 項は、善意の第三者が通常実施権を有す

ると規定するのみであり、民法の法律行為の章に置かれた第三者保護規

定の適用を排除する趣旨であることはうかがわれず、また、特許法全体

をみても、同法 79 条の 2 第 1 項が民法の第三者保護規定に対して優先す

る関係に立つことを示す規定は見当たらない。 

以上によれば、特許法 74 条 1 項に基づく移転登録手続請求がされた場

合においても、冒認者からの譲受人等との関係で民法 94 条 2 項を類推適

用することは可能であると解される。」 

 

２ 本件における民法 94 条 2 項類推適用の要件充足性について 

 

（1）虚偽の外観作出に係るⅩ社の帰責性について 

「そもそも、Ａが本件譲渡契約①を締結し、Ｂが本件特許に係る特許を

受ける権利を有しあるいは特許権者であるとの虚偽の外観を作出するに

至ったのは、Ｘ社自身の内部事情や行為にその一因があるといえる。そ

の上、Ⅹ社の真の代表者とされるＤは、(a)平成27年7月にＡがⅩ社の代

表取締役に、Ｂが取締役にそれぞれ就任し、Ⅹ社の運営が混乱に陥って

いることを認識し、(b)遅くとも平成28年 11月 29日の段階で、上記の虚

偽の外観が存在していることを認識し、(c)これらが平成27年6月以降の

Ⅹ社におけるＡの問題のある行為に起因していることも認識していたに

もかかわらず、本件出願に係る特許について、出願人ないし特許権者の

名義を適正に戻すための方策をとることなく、令和3年までの約4年間、
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本件各株主総会決議の不存在確認の訴え提起等を行っておらず、さらに、

令和3年8月5日に本件各株主総会決議の不存在を認める判決が確定して

からも、ＢからＹ社完全子会社に本件特許権が譲渡されるまでの約半年

の間、Ｂに対して何らの措置もとっていないのである。 

 このような事情からすれば、Ｘ社には、虚偽の外観作出について、自

ら外観の作出に積極的に関与した場合やこれを知りながらあえて放置し

た場合と同視し得るほど重い帰責性が認められるというべきである。」 

 

（2）Ｙ社らの善意無過失について 

「Ｇは、特許事務所に属する弁理士に対して侵害予防調査やＢとの本件

特許権の譲渡交渉等を依頼し、同弁理士は、令和4年2月1日に本件譲渡

契約②を成立させているが、Ｇは、この本件譲渡契約②を締結すること

について、同弁理士からⅩ社の主張する不審事由に関する報告は受けて

いない。 

このような事情に加え、本件譲渡契約②が締結された令和4年2月1日

時点で、出願公開から5年以上、本件譲渡契約①の締結から既に6年5か

月以上が経過していたにもかかわらず、本件譲渡契約①の有効性が明示

的に争われていたわけではなかったことも併せ考慮すると、Ｙ社らは、

本件譲渡契約②の締結時点で、ＢがⅩ社内部における適切な手続を経て

本件発明に係る特許を受ける権利の譲渡を受けていなかったことについ

て、善意無過失であったと認めるのが相当である。」 

 

（3）小括 

「以上によれば、本件においては、民法94条2項が類推適用され、それ

によって、Ⅹ社は、Ⅹ社が本件発明について特許を受ける権利を有して

いることをＹ社に主張することができないものと解するのが相当である。」 

 

Ⅳ 評釈 

 

１ 評釈の構成 

 

あらかじめ評釈の構成を示しておく。 
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「2 問題の所在」では、移転請求制度の概要と、関係する学説の状況

を整理する。 

「3 民法 94条 2項類推適用に関する一般論」では、特許法 74条 1項に

基づく移転請求に対して民法 94 条 2 項類推適用の可能性を認めた第一審

判決及び控訴審判決の一般論を検討するとともに、そこで問題とされる

べき「虚偽の外観」とは何か、また民法 94 条 2 項類推適用によりいかな

る効果が導かれるべきであるかについて、第一審判決及び控訴審判決の

立場を明らかにしながら検討する。 

「4 本件への具体的適用」では、本件ではＡの行為が無権代理とされ

るために冒認と評価されることを確認した上で、民法 94 条 2 項類推適用

の類型選択や民法 94 条 2 項類推適用のあてはめにおける考慮要素につい

て分析する。 

「5 他の法律構成の可能性」では、本件における他のあり得る法律構

成について簡単に検討する。 

「6 無効・取消し・解除の場合への影響」では、本件の第一審判決及

び控訴審判決が、無効・取消し・解除の場合に関する議論にどのように

影響するのか又はしないのかを検討する。 

「7 無効審判及び無効の抗弁」では、重要な関連問題として、無効審

判及び無効の抗弁における民法 94 条 2 項類推適用の可否について検討を

加える。 

 

２ 問題の所在 

 

（1）移転請求制度の概要 

特許法 74 条 1 項に基づく移転請求の要件は、冒認の場合、①請求をす

る者が「当該特許に係る発明について特許を受ける権利を有する者」(特

許法74条1項)であることと、②「その特許がその発明について特許を受

ける権利を有しない者の特許出願に対してされた」(特許法 123 条 1 項 6

号)ことである6。請求により移転登録がされると、その特許権は、初め

 
6 これを要件事実として整理すると、①原告が、特許権に係る発明をしたこと又は

特許を受ける権利を譲り受けたこと、②被告が、当該特許権の登録名義人である

こと、であるとされる。髙部眞規子『実務詳説 特許関係訴訟〔第4版〕』(金融財
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から当該登録を受けた者に帰属していたものとみなされる(特許法 74 条 2

項)。 

 請求の相手方の主観的態様は問われない。もっとも、移転請求に基づ

く登録の際に当該発明の実施である事業やその準備をしていた善意者に

は、通常実施権が与えられる(特許法 79 条の 2 第 1 項)。すなわち、善意

者は、移転請求は甘受しなければならないものの、当該発明の実施であ

る事業やその準備をしていれば、その後に差止請求や損害賠償請求がさ

れても実施権原を対抗することができるという形で、保護が与えられる。

ただし、相当の対価を支払う必要はある(同条 2 項)。 

 なお、冒認は、移転登録がされるまで、無効審判における無効理由で

もある(特許法123条 1項 6号)。冒認を理由とする無効審判請求は、真の

権利者のみがすることができる(同条 2 項括弧書)。つまり、真の権利者

は、特許権の消滅を望む場合には、移転請求をせずに無効審判請求をす

ることもできる。 

また、無効理由がある間、その特許権の権利行使は認められない(特許

法104条の3第1項。いわゆる無効の抗弁。）。無効の抗弁であれば、誰で

も主張することができる(同条 3 項)。 

 

（2）学説の状況 

 以下では、関係する学説を整理する。 

まず、アにおいて、本件で問題となった民法 94 条 2 項類推適用の可否

に関する学説を整理する。その後、イにおいて、民法 94 条 2 項直接適用

の可否に関する問題を含む、無効・取消し・解除に関する議論を整理す

る。 

両者を分けるのは、民法 94条 2項類推適用と、民法94条 2項直接適用

を含む民法の第三者保護規定の直接適用との間には、質的な相違があり、

問題の現れ方が異なると考えるからである。質的な相違とは、意思表示

があるか否か、換言すれば、冒認自体を否定する余地があるかの違いで

ある。民法の第三者保護規定の直接適用は、何らかの意思表示があるこ

とを前提とする。何らかの意思表示はあることから、取消しや解除の場

 

政事情研究会、2022)488 頁参照。 
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合を中心に、そもそも冒認と評価すべきかが問題とされる。また、ある

見解は、民法の第三者保護規定の適用により、意思表示の無効等を第三

者に対抗することができない結果、当該第三者との関係では冒認になら

ないとする(後述イ(イ)のＥの見解(当然適用説))。これに対し、民法 94

条2項類推適用では、そもそも意思表示が存在しないことが前提となる。

そのため、冒認該当性そのものを否定する余地はない7。このように、民

法 94 条 2 項類推適用と、民法の第三者保護規定の直接適用とでは、問題

の現れ方が異なる。また、実際上、両者の議論における論者も大半が重

なっていない。したがって、両者は分けて整理した方がよい。 

他方で、本評釈が、直接には民法 94 条 2 項類推適用についての裁判例

を扱った評釈であるにもかかわらず、イにおいて、無効・取消し・解除

に関する議論の分析に相当数のページを使っているのは、以下の理由に

よる。まず、無効・取消し・解除に関する議論の中には、民法 94 条 2 項

類推適用と民法の第三者保護規定の直接適用とを同視して議論すること

になると考えられる見解がある(後述イ(エ)参照)。また、本件の第一審

判決及び控訴審判決は、無効・取消し・解除に関する議論から影響を受

けたり、逆に、無効・取消し・解除に関する議論への影響を意識してい

たりすることがうかがわれる(後述 3(1)注 32 及び注 33 並びに後述 6 参

照)。したがって、無効・取消し・解除に関する議論の分析は、本件の第

一審判決及び控訴審判決の背景及び判示を理解する上で重要であると考

えられる。 

 

ア 民法 94 条 2 項類推適用の可否に関する学説 

 特許法 74条 1項に基づく移転請求との関係で民法94条 2項類推適用に

言及する学説には、肯定説と否定説がある。 

 肯定説として、文言的には疑義があるが実体に合致するとして、民法

94 条 2 項類推適用がされる第三者は、特許法 74 条 1 項に基づく請求の相

手方とならないとする見解がある8。また、積極的に民法 94条 2 項類推適

 
7 ただし、冒認であることを前提としつつ、民法 94 条 2 項類推適用により冒認の

対抗不能という効果を導くことは可能であると考えられることについて、後述

3(3)参照。 

8 大渕哲也「冒認出願に係る救済」大渕哲也＝塚原朋一ほか編『専門訴訟講座⑥ 
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用を認めるべきであると論じている訳ではないものの、民法 94 条 2 項類

推適用が可能であることを前提とした議論もある9 10。これに対し、否定

説として、利益バランスとして第三者の保護に厚すぎるとする見解があ

る11。 

 民法 94 条 2 項類推適用自体については、次のイで整理する無効・取消

し・解除の場合に比べると、あまり論じられてこなかったといえる。 

 

イ 無効・取消し・解除に関する議論 

(ア) 問題設定 

 学説上は、むしろ、無効・取消し・解除の場合が主に論じられてきた12。 

 一般に、次のような事例が、念頭に置かれる。特許を受ける権利を有

していたⅩが、Ｂに対して特許を受ける権利を譲渡した。その後、Ｂに

対して特許権の設定登録がされた。Ｂは、Ｙに対し、特許権を譲渡した。

しかし、ＸＢ間の特許を受ける権利の譲渡契約は、(1)無効であった、(2)

 
特許訴訟〔上巻〕』(民事法研究会、2012)99 頁及び同頁注 64。 
9 日本弁護士連合会「特許庁特許制度研究会報告書『特許制度に関する論点整理に

ついて』に関する中間意見書」(2010)17 頁(https://www.nichibenren.or.jp/library/ja/

opinion/report/data/100318_7.pdf)(2024 年 12 月 6 日最終閲覧)。 
10 時田稔「特許法第 79 条の 2 の通常実施権が発生する前の善意の第三者の保護に

関する一考察」パテント 75 巻 8 号(2022)58 頁。民法 94 条 2 項類推適用が可能で

あることを前提に、真の権利者の帰責性が認められる場合は限定的であるとの分

析がされている。 

11 君嶋祐子「冒認出願・共同出願違反における真の権利者の取戻請求権－平成 23

年改正特許法における特許を受ける権利に基づく特許権移転請求権－」特許研究

52 号(2011)40 頁。 

12 管見の限り、最初にこの論点に関する問題提起を行ったものとして、加藤幹之

＝三村量一ほか「改正特許法の課題」Law & Technology 53 号(2011)16 頁[三村量一

発言]。ただし、無効の場合については、産業構造審議会知的財産政策部会「特許

制度に関する法制的な課題について(平成23年 2月)」(https://www.jpo.go.jp/resources/

shingikai/sangyo-kouzou/shousai/tokkyo_shoi/document/index/housei_kadai.pdf)(2024 年 12

月 6 日最終閲覧)62 頁注 20 が、無効の場合は冒認となることを前提とした議論を

している。 
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設定登録後に取り消された、又は(3)設定登録後に解除された13 14。 

 
13 冒認の判断基準時前(次の注 14 も参照)に、特許を受ける権利の譲渡契約が、取

り消されたり解除されたりした場合には、当然に冒認となる。本文で整理する各

学説も、同様の理解を前提とするものと考えられる。 
14 冒認の判断基準時について、特許法 74 条 1 項に基づく移転請求及び冒認を理由

とする無効審判においては、その判断基準時は、査定・審決時ではなく、設定登

録時であると解する(これに対し、拒絶理由としての冒認(特許法49条 7号)の判断

基準時は、査定・審決時であると考える。つまり、無効理由と拒絶理由とで冒認

の判断基準時を別異に解することになる。）。無効理由としての冒認の判断基準時

の問題は、「その特許が……された」(特許法 123 条 1 項 6 号)が何を指すかという

問題でもある。特許権は、特許査定ではなく設定登録により発生する(特許法66条

1 項)。設定登録は、一連の特許処分の最後に位置するものであり、設定登録をも

って「その特許が……された」と理解するのが文言上素直である(他方、特許査定

は、「特許をすべき旨の査定」(特許法51条)であって、特許査定のみで特許が付与

される訳ではない。）。また、特許法 74 条 1 項に基づく移転請求及び冒認の無効理

由の趣旨は、真の権利者(特許を受ける権利を有する者)に救済(特許権の消滅を含

む。）を与えることにある(産業構造審議会知的財産政策部会・前掲注 12・60 頁及

び 64 頁参照。）。その背後には、特許を受ける権利を有しない者に特許権が与えら

れるのは妥当でないとの価値判断があるといえる。特許権の設定登録を受けた者

が、出願時や査定時に特許を受ける権利を有していなくとも、設定登録時までに

特許を受ける権利の全部を取得していたのであれば、特許を受ける権利を有しな

い者に特許権が与えられた訳ではないから、特許権の移転や特許の無効を認める

必要はない。逆に、特許権の設定登録を受けた者が、設定登録時すなわち特許権

発生時に特許を受ける権利を有していなかった場合には、特許を受ける権利を有

しない者に特許権が与えられている以上、特許権の移転や特許の無効を認める必

要がある。したがって、設定登録をもって「その特許が……された」と理解する

のが妥当である。 

 なお、拒絶理由としての冒認については、その判断時が査定・審決時である以

上、上記の価値判断を前提としても、冒認の判断基準時は査定・審決時となる。 

 本文で整理する各学説も、判断基準時については、同様の理解を前提とするか、

少なくとも上述の理解と矛盾するものではないと考えられる。 

 裁判例にも、平成5年改正による実体審査制度廃止前に出願がされた実用新案権

に係る無効不成立審決の取消訴訟で、「実用新案法 37 条 1 項 5 号所定の無効事由

(冒認出願)は、権利の帰属に関する問題であって、正当な権利者に権利が与えら

れたか否かが問題とされるのであるから、出願人が実用新案登録の時までに実用

新案登録を受ける権利を承継していた場合には、その出願人の出願に対してされ
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た実用新案登録は、同号にいう『考案者でない者であってその考案について実用

新案登録を受ける権利を承継しないものの実用新案登録出願に対してされた』実

用新案登録に当たらないものと解すべきである」(下線は筆者。）と判示したもの

がある(東京高判平成 12 年 7 月 4 日平成 11 年(行ケ)第 230 号・第 231 号裁判所ウ

ェブサイト[磁気テープ用ガイド](山下和明裁判長))。これに対し、出願時説を採

ると考えられるものとして、那覇地判平成9 年 4月 9日平成 6年(ワ)第 740 号民集

55 巻 4 号 822 頁[生ゴミ処理装置第一審](近藤昌昭裁判官)。なお、実用新案法 37

条 1 項 5 号並びに特許法49条 7号及び 123 条 1 項 6 号の文言は、平成 23年改正に

より変更されているものの、この変更は、立法上の不備を補正する趣旨のもので

あり、判断基準時の問題には影響を及ぼさないものと考えられる。 

 上記東京高判については、査定・審決時説を採ったものと整理する見解もある

(飯田圭「冒認－共同出願違反を中心に」ジュリスト1441号(2012)102頁注 32。井

関涼子「冒認出願に対する真の権利者の救済」同志社法学 53 巻 5 号(2002)1669 頁

も同旨か。）ものの、文言上は設定登録時説と理解するのが自然であろう。 

 なお、無効審判実務について、特許庁の実務は出願時説を採るようであるとす

る文献がある(青山待子「冒認について(下)」特許ニュース 7814 号(1990)4 頁。中

山信弘編著『注解特許法〔第三版〕下巻』(青林書院、2000)1339 頁[荒垣恒輝])。

ただし、いずれも「ようである」とされており、どの程度特許庁の実務として確

立しているのかは、必ずしも明らかでない。 

学説上は、判断基準時について、出願時説と査定・審決時説の対立がある(出願

時説として、𠮷田広志「冒認に関する考察－特に平成13年最高裁判決と平成14年

東京地裁判決の関係をめぐって」田村善之編著『新世代知的財産法政策学の創成』

(有斐閣、2008)210-212 頁。他方、査定・審決時説として、田中伸一郎「特許権・

特許を受ける権利の帰属に関する訴訟」西田美昭＝熊倉禎男＝青柳昤子編『民事

弁護と裁判実務 8 知的財産権』(ぎょうせい、1998)380 頁、井関・前掲本注・

1669 頁、辰巳直彦「冒認特許権と移転登録請求－私権としての特許を受ける権利

と特許権に鑑みて－」甲南法学 51 巻 3 号(2011)406-407 頁、高林龍「冒認出願と

真の権利者の救済」高林龍＝三村量一＝竹中俊子編集代表『現代知的財産法講座

Ⅰ 知的財産法の理論的探究』(日本評論社、2012)65-67 頁。また、平成 23 年改正

前の規定の文言上、登録時までに出願人が特許を受ける権利を承継した場合には、

拒絶理由・無効理由は解消されると理解し得たと指摘するものとして、増井和夫

＝田村善之『特許判例ガイド〔第 4 版〕』(有斐閣、2012)446 頁[田村善之]。）。こ

れらの議論は、拒絶理由としての冒認(特許法 49 条 7 号)の判断基準時と、無効理

由としての冒認(特許法123条 1項 6号)の判断基準時とが一致することを前提とし

ている。しかし、特許法49条7号は、「その特許出願人がその発明について特許を

受ける権利を有していないとき」と規定しているのに対し、特許法123条 1項 6号
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 従来の議論では、概ね以下の 2 つの問題があるとされている。 

 ❶無効・取消し・解除のそれぞれの場合に、冒認と評価すべきか。特

に、取消し及び解除の場合については、取消しや解除の意思表示がされ

たのは設定登録後であっても、それらの遡及効15によって特許権の設定登

録を受けた者は当初から特許を受ける権利を有していなかったことにな

るとも思われる一方、実際の事実経過を見れば、設定登録時には特許権

の設定登録を受けた者が特許を受ける権利を有していたともいえそうで

ある。そのため、冒認該当性が問題となる。 

 ❷(❶で冒認と評価する場合に)民法の第三者保護規定(民法94条2項、

民法 96条 3項、民法545条 1項ただし書等)を適用することはできるか。

特許法に、特許法 79 条の 2 第 1 項という第三者保護の規定があることか

ら問題とされる。ただし、特許法 79 条の 2 第 1 項との関係を考えること

については異論もある16。 

 
は、「その特許がその発明について特許を受ける権利を有しない者の特許出願に対

してされたとき(……)。」と規定している。つまり、両者の要件は、同一ではない。

無効審判は、拒絶査定又は特許査定のやり直しではないのだから、両者の判断基

準時は、必ず一致しなければならないものではない。 

他の無効理由、例えば新規性欠如(特許法 123 条 1 項 2 号、特許法 29 条 1 項)に

ついて、判断基準時が出願時となるのは、条文に「特許出願前に」(特許法 29 条 1

項各号)と規定されているからである。無効事由存否判断の基準時は、無効理由ご

とに異なる(特許庁審判部編「審判便覧〔第 20 版〕」51-04(2023)2 頁)のであり、

各無効理由の規定及びその趣旨から判断する必要がある。上記の審判便覧の記述

は、主に後発的無効理由を念頭に置いたものと考えられるものの、後発的無効理

由か否かだけで基準時が決まる訳ではないと考える。 

15 取消しに遡及効があることは、民法 121 条から明らかである。他方、解除に遡

及効があるか否かについては、民法学上議論がある(議論状況について、潮見佳男

『新債権総論Ⅰ』(信山社、2017)595-599 頁、中田裕康『契約法 新版』(有斐閣、

2021)222-224 頁。）。❶の問題における議論は、この解除の効果に関する民法学上

の議論とも密接に関連する。本評釈では、解除についても「遡及効」という言葉

を用いる場合があるが、これは学説の整理に便宜であるためであり、上記の民法

学上の議論について特定の立場を採ることを前提とするものではない。 
16 例えば、後述(イ)のＡ及びＥの見解を参照。筆者も、❷の問題を考えるにあた

り、特許法 79 条の 2 第 1 項との競合を観念するのは不正確であると考える。民法

の第三者保護規定は、特許法 74 条 1 項に基づく移転請求が認められないという帰
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以下では、まず、(イ)で、各学説の内容を整理する。そして、(ウ)で、

各学説の基礎にある前提を明らかにする。その上で、(エ)で、各学説が

民法 94 条 2 項類推適用の場合にも同様の議論をすることになるかについ

て検討する。 

 

(イ) 学説の内容 

 ❶無効・取消し・解除の場合の冒認該当性については、大別して 2 つ

の説がある。2 つの説とは、設定登録後に取消しや解除がされた場合でも

遡及効がある以上は冒認になるとする説(全部冒認説)と、それらの遡及

効が原状回復を説明するためのものであるならば冒認にならないとする

説(原状回復系冒認否定説)である。ただし、原状回復系冒認否定説は、

取消しの遡及効を、原状回復を説明するためのものであると理解するか

否かによって、解除についてのみ冒認を否定する見解と、取消しと解除

の双方について冒認を否定する見解に分かれる。 

 ❷民法の第三者保護規定の適用の可否については、大別して、否定説

と肯定説がある。もっとも、否定説と肯定説のいずれについても、問題

の捉え方の違いから、さらにそれぞれ 2 つずつに分けることができる。

問題の捉え方の違いとは、端的にいえば、特許法 79 条の 2 第 1 項との関

係を考えるか否かの違いである。以下では、特許法 79 条の 2 第 1 項との

関係を考える見解を①、そうでない見解を②として、「否定説①」や「否

定説②」のように表記する。 

 まず、否定説①として、特許法 79 条の 2 第 1 項が優先されるとして民

法の第三者保護規定の適用を否定する説(79 条の 2 優先説)がある。他方、

否定説②として、民法の第三者保護規定は特許法 74 条 1 項に基づく移転

請求と関係がなく適用の余地がないとする説(無関係説)がある。 

これに対し、肯定説①として、民法の第三者保護規定と特許法 79 条の

 
結を導くものであるのに対し、特許法 79 条の 2 第 1 項は、かかる移転請求が認め

られた後に通常実施権を付与するものである。両者は、問題となる局面が異なり、

競合関係には立たない。仮にこの論点で特許法の規律との関係を考えるとしても、

特許法 79 条の 2 第 1 項それ自体ではなく、善意者に対しても移転請求が認められ

るという移転請求制度の設計との関係が問題とされるべきである(後述 3(1)も参

照)。 
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2 第 1 項が競合・並列関係にあることを前提としつつも、民法の第三者保

護規定も適用可能であるとする説(適用可能説)がある。他方、肯定説②

として、民法の第三者保護規定は特許法 79 条の 2 第 1 項に関係なく当然

に適用されるとする説(当然適用説)がある。 

否定説・肯定説ともに、それぞれの①と②は、問題の捉え方の違いに

起因して、その論理構造が根本的に異なる。そして、その違いは、それ

らの議論が民法 94 条 2 項類推適用の場合にも同様の議論をすることにな

るか否かという点において異なる帰結をもたらす(後述(エ)参照)。 

 ❶の問題について3個の説、❷の問題について4個の説があるため、計

算上は 12 通りの組み合わせが考えられる。しかし、本評釈では、既存の

学説を整理するという観点から、実際に論者がいるといえる以下の 5 通

りの組み合わせのみを取り上げる。 

 

 
❶無効・取消し・解除

の冒認該当性 

❷民法第三者保護規定

の適用の可否 
代表的論者 

Ａ 
原状回復系冒認否定説 

(解除のみ) 

否定説② 

＝無関係説 
(高林) 

Ｂ 
原状回復系冒認否定説 

(解除のみ) 

否定説① 

＝79 条の 2 優先説 
竹田(・高林) 

Ｃ 
原状回復系冒認否定説 

(取消し・解除) 

肯定説① 

＝適用可能説 
田村ほか 

Ｄ 全部冒認説 
肯定説① 

＝適用可能説 
中山・横山・駒田 

Ｅ 全部冒認説 
肯定説② 

＝当然適用説 
武生 
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図として示すと、以下のようになる。 

 

以下では、具体的に、各見解の内容及び理由づけを整理する。整理に

あたっては、基本的に、その見解に属する代表的論者の見解の内容を、

正確に要約することに努めた。しかし、他説との比較を可能にする観点

から、筆者による各学説の解釈に基づいて補充や再構成を行っている箇

所がある。その意味で、以下の記述は、理念型であり、原典と完全に同

一のものであるとは限らない。原典で言及されていない部分については、

脚注でその旨を明らかにしている。 
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Ａ 原状回復系冒認否定説(解除のみ)かつ無関係説：高林説17の第1の理解 

 ❶の問題(無効・取消し・解除の場合の冒認該当性)について、この見

解は、無効・取消しの場合には冒認該当性を肯定し、解除の場合のみ冒

認該当性を否定する。無効・取消しの場合に冒認該当性を肯定する理由

は、当初から又は遡及的に意思表示の存在自体が否定されるためである

とされる。他方、解除の場合に冒認該当性を否定する理由は、原状回復

を実現するために遡及効が認められるに過ぎないためであるとされる。

解除の場合は、ここで冒認該当性を否定するため、民法の第三者保護規

定の適用の可否は問題とされない。 

 そこで、❷の問題(民法の第三者保護規定の適用の可否)については、

残る無効・取消しの場合のみが問題となるところ、この見解は、民法の

第三者保護規定は関係がないとする(無関係説)。その理由は、無効・取

消しにより意思表示の効力が否定される以上、特許法 74 条 1 項に基づく

 
17 高林龍『標準特許法〔第 8版〕』(有斐閣、2023)83 頁。ただし、無効の場合につ

いては、明示的には論じられていない。 

高林説の分類について詳しく説明する。高林説は、詐欺取消し及び錯誤取消し

の場合について、「第三者の保護規定の存否にかかわらず、意思表示の存在自体が

遡って否定される前者の場合[注：詐欺取消し及び錯誤取消しの場合]には特許法

の規定が優先適用される」とする。この論述の趣旨について、2 つの理解が可能で

ある。 

第 1 の理解は、「意思表示の存在自体が遡って否定される」という点に力点が置

かれていること及び「特許法の規定」とは書かれているものの「特許法 79 条の 2

第1項」とは書かれていないことを重視し、上記の論述は、民法の第三者保護規定

があったとしても、意思表示の効力が否定される以上は特許法 74 条 1 項に基づく

移転請求が認められることに変わりはないとする趣旨であると理解するものであ

る。この第1の理解からは、高林説は、❷の問題について無関係説を採っているも

のと整理される。 

他方、第 2 の理解は、ここでいう「特許法の規定」は特許法 79 条の 2 第 1 項を

指しており、上記の論述は、民法の第三者保護規定があったとしても、特許法 79

条の2第1項が優先適用される結果、民法の第三者保護規定は適用されないとする

趣旨であると理解するものである。この第2の理解からは、高林説は、❷の問題に

ついて 79 条の 2 優先説を採っているものと整理される。 

これらの 2 つの理解の違いは、この学説が民法 94 条 2 項類推適用の場合にも同

様の議論をすることになるかという点において現れる(後述(エ)参照)。 
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移転請求の要件が満たされることは揺るがないと考えるためである18。別

の言い方をすれば、民法の第三者保護規定による無効・取消しの対抗不

能という効果は、特許法 74 条 1 項に基づく移転請求の要件充足性に影響

しないと考えるためであるともいえる。 

 この見解には、高林説が含まれると理解することができる。 

 

Ｂ 原状回復系冒認否定説(解除のみ)かつ 79 条の 2 優先説：竹田説19・

高林説の第 2 の理解20 

❶については、基本的にＡの見解と同じである。すなわち、無効・取

消しの場合には冒認該当性を肯定し、解除の場合のみ冒認該当性を否定

する。無効・取消しの場合に冒認該当性を肯定する理由は、無効の場合

は、冒認から除外すべき理由がなく、取消しの場合は、取消しの遡及効

は無効とみなすためのものであるためとされる。他方、解除の場合に冒

認該当性を否定する理由は、契約は完全に有効に成立しており、解除の

遡及効は原状回復の実現に必要な限りで擬制されるに過ぎないためであ

るとされる。解除の場合は、ここで冒認該当性を否定するため、民法の

第三者保護規定の適用の可否は問題とされない。 

 そこで、❷については、残る無効・取消しの場合のみが問題となると

ころ、この見解は、民法の第三者保護規定の適用を否定する。その理由

は、民法に対し特別法の関係にある特許法が、特許法 79 条の 2 を設けて

善意の第三者を保護しているためであるとされる(79 条の 2 優先説)。 

この見解には、竹田説がある。高林説がこの見解に含まれると理解す

ることも可能である。 

 

 

 
18 この理由づけは、注 17 で述べた高林説についての第 1 の理解に基づいて、筆者

が再構成したものである。 

19 竹田稔「冒認出願等に対する真の権利者の救済措置」Law & Technology 54 号

(2012)49 頁。 
20 高林説の分類について、注17参照。注17で述べた第2の理解を採ると、高林説

はＢの見解に分類される。 
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Ｃ 原状回復系冒認否定説(取消し・解除)かつ適用可能説：田村ほか説21 

 ❶について、この見解は、無効の場合には冒認該当性を肯定し、取消

し・解除の場合には冒認該当性を否定する。無効の場合に冒認該当性を

肯定する理由は、民法上、当事者の特許権取得の期待を法的に認める必

要がないと判断されているためであるとされる。他方、取消し・解除の

場合に冒認該当性を否定する理由は、それらの遡及効は、原状回復義務

を説明するための概念に過ぎないためであるとされる。取消し・解除の

場合は、ここで冒認該当性を否定するため、民法の第三者保護規定の適

用の可否は問題とならない。 

 そこで、❷については、残る無効の場合のみが問題となるところ、こ

の見解は、民法の第三者保護規定も適用可能であるとする(適用可能説)。

その理由として、特許権の譲渡契約が無効であった場合には、民法の第

三者保護規定の適用があることとの均衡が挙げられている。 

 この見解には、田村ほか説がある。 

 

Ｄ 全部冒認説かつ適用可能説：中山説22・横山説23・駒田説24・時田説25 

 ❶について、この見解は、無効・取消し・解除全ての場合において冒

 
21 田村善之＝時井真＝酒迎明洋『プラクティス知的財産法Ⅰ 特許法〔第 2 版〕』

(信山社、2024)286-287 頁、田村善之＝清水紀子『特許法講義』(弘文堂、2024)39

3-394 頁。なお、議論の力点の置き方がやや異なるが、共通の論者によるものとし

て、田村善之「冒認特許に対する移転登録請求権の新設とその課題」Westlaw Japan

判例コラム第 165 回(2011)(https://www.westlawjapan.com/column/2011/111017/)(2024

年 12 月 6 日最終閲覧)。 
22 中山信弘『特許法〔第五版〕』(弘文堂、2023)375-376 頁及び 376 頁注 2。 

23 島並良＝上野達弘＝横山久芳『特許法入門〔第 2 版〕』(有斐閣、2021)67-68 頁

[横山久芳]。 
24 駒田泰土「特許権の取戻しと善意の第三者の保護」同『知的財産法研究におけ

る大陸法的視座』(有斐閣、2023)114-124 頁[初出：同志社大学知的財産法研究会

『知的財産法の挑戦』(弘文堂、2013 年)142-159 頁]。ただし、無効の場合につい

ては、明示的には論じられていない。この論文では、権利外観法理の適用に際し、

真の権利者が出願したか冒認者が出願したかを帰責性判断に取り入れることが提

唱されている。 
25 時田・前掲注 10・56-58 頁。ただし、無効の場合については、明示的には論じ

られていない。 
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認該当性を肯定する。その理由として、遡及効が指摘されている。ただ

し、冒認該当性を肯定するといっても、積極的に冒認とすべきであると

いう趣旨ではなく、所与の前提として冒認になるという位置づけである。 

 そこで、❷については、無効・取消し・解除全ての場合について問題

となるところ、この見解は、民法の第三者保護規定も適用可能であると

する(適用可能説)。その理由は、論者によって少し異なる。特許法 79 条

の2第1項は民法の第三者保護規定を上書きするような性格ではないとす

る(ただし決め手には欠けるともする)見解(中山説)、真の権利者自身の

行為に起因して冒認特許権が成立していることと、特許権の譲渡契約に

ついては民法の第三者保護規定が適用されることを指摘する見解(横山

説)、特許法79条の2第1項が冒認の原因を問わないことを前提に、民法

の第三者保護規定が適用されない場合にこそ機能するというべきである

とする見解(駒田説)、詐欺や解除に限定されている民法の第三者保護規

定が特許法79条の2第 1項に対する特別法的な規定であるとする見解(時

田説)がある26。 

この見解には、上記の通り、中山説、横山説、駒田説、時田説がある。 

 

Ｅ 全部冒認説かつ当然適用説：武生説27 

 ❶について、Ｄの見解と同様に、無効・取消し・解除全ての場合にお

いて冒認該当性を肯定する(明示的に論じられる取消し・解除については、

理由として遡及効が指摘されている。）。所与の前提としての位置づけで

あることもＤの見解と同様である。 

 ❷について、無効・取消し・解除全ての場合が問題となることもＤの

 
26 駒田説と時田説は、その際、田村・前掲注 21 判例コラムを引用している。 
27 武生昌士「特許法 79 条の 2 の意義に関する一考察」小泉直樹＝田村善之編『中

山信弘先生古稀記念論文集 はばたき－21 世紀の知的財産法』(弘文堂、

2015)357-358 頁。ただし、無効の場合については、明示的には論じられていない。

この論文は、主として冒認者からのライセンシーの地位を論ずるものであり、民

法の第三者保護規定に関する議論は、取消しや解除により冒認となる場合を検討

対象から除外するという文脈でされている。そのため、特に❷の議論の問題(民法

の第三者保護規定の適用の可否)については、筆者による武生説の解釈に基づいて、

大幅に内容を補充している。 
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見解と同様である。しかし、その先の議論は大きく異なる。このＥの見

解は、民法の第三者保護規定は、無効・取消し・解除の対抗や効果の制

限に関する規定として当然に適用されると理解する(当然適用説)。民法

の第三者保護規定の適用がある場合には、第三者との関係では、そもそ

も冒認出願であったと評価すること自体が許されない。例えば、民法 94

条 2 項が適用されると、「意思表示の無効は、善意の第三者に対抗するこ

とができない」(民法 94 条 2 項)との文言に従って、当該第三者との関係

では、意思表示が虚偽表示により無効であったと扱うことができない。

つまり、当該第三者との関係では、特許を受ける権利の譲渡が有効であ

ったものと扱われる。その結果、当該第三者との関係では、冒認として

評価されないということになる28 29。 

この見解には、武生説がある。 

 

(ウ)学説の前提 

 これらの学説は、問題の捉え方自体に大きな相違があった。この相違

は、明示的には論述されていない 2 つの前提の違いに起因するものであ

ると考える。この前提を明らかにすることは、これらの無効・取消し・

解除に関する議論を理解する上でも、またこれらの学説が、民法 94 条 2

項類推適用の場合にも同様の議論をすることになるか否かを考える上で

も、重要な意義を有する。 

その 2 つの前提とは、民法の第三者保護規定の性質に関する理解と、

移転請求の冒認要件に関する理解である。 

 

ａ 民法の第三者保護規定の性質に関する理解 

 まず、民法の第三者保護規定の性質について、無効・取消し・解除の

 
28 この段落の記述は、前掲注 27 の武生説を基に、筆者による武生説の解釈に基づ

いて大幅に内容を補充したものである。 
29 Ｅの見解は、民法の第三者保護規定の文言を重視することにより、特許法 79 条

の 2 第 1 項との関係を考慮しないで済む(少なくとも、両規定の適用局面が異なる

ことを前提に議論をすることができる。）。この点に、文言重視の実益があるとい

える。また、両説の相違は、これらの見解が民法 94 条 2 項類推適用の場合にも同

様の議論をすることになるかという点において現れる(後述(エ)参照)。 
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対抗や効果の制限に関する規定であると具体的に把握するか(具体的把

握)、第三者を何らかの形で保護する規定であると概括的に把握するか

(概括的把握)の相違があると考えられる。 

Ａ及びＥの見解(❷民法の第三者保護規定の適用の可否について、無関

係説又は当然適用説)は、具体的把握を前提とするものと考えられる。便

宜上、Ｅから説明する。Ｅの見解(当然適用説)は、無効・取消し・解除

の効果を第三者に主張することができないのであれば、当該第三者との

関係では冒認と評価することができないとしていた。このような議論の

仕方は、民法の第三者保護規定を、第三者を何らかの形で保護する規定

として概括的に捉えていては現れず、民法の第三者保護規定の具体的効

果に着目することによって現れるものである。 

 また、Ａの見解(無関係説)も、民法の第三者保護規定が関係ないとす

る結論を導くには、民法の第三者保護規定と特許法 79 条の 2 第 1 項は完

全に異なるものと理解していることが必要である。したがって、Ａの見

解も、民法の第三者保護規定を、無効・取消し・解除の対抗や効果の制

限に関する規定として具体的に把握しているものと考えられる。 

 これに対し、Ｂ、Ｃ及びＤの見解(❷の問題について、79 条の 2 優先説

又は適用可能説)は、概括的把握を前提としているものと考えられる。こ

れらの見解は、民法の第三者保護規定の適用の可否を論じる上で、民法

の第三者保護規定と特許法 79 条の 2 第 1 項が競合・並列関係にあること

を前提としている。しかし、民法の第三者保護規定は、特許法 74 条 1 項

に基づく移転請求の中で問題となるのに対し、特許法79条の2第1項は、

かかる移転請求が認められた後に問題となるものである。このように、

両者は問題となる局面が異なるにもかかわらず、これらの見解が、両者

を競合・並列関係にあると捉えて議論を展開するのは、民法の第三者保

護規定も特許法79条の2第1項も「第三者を何らかの形で保護する規定」

というレベルでは共通していると概括的に捉えているからであると考え



判例研究 

370 知的財産法政策学研究 Vol.70 (2025) 

られる30 31。 

 このような理解の相違は、移転請求における民法の第三者保護規定の

位置づけにも違いをもたらしている。概括的把握をする見解は、民法の

第三者保護規定の適用の可否を、冒認であることを前提とした第三者保

護の問題として位置づけている。これに対し、具体的把握をする見解は、

民法の第三者保護規定の適用の可否を、冒認であるか否か自体の問題と

して位置づけている。この位置づけの違いは、各説の議論の射程を考え

る上で重要になる(後述(エ))。 

 

ｂ 移転請求の冒認要件に関する理解 

 もっとも、民法の第三者保護規定の性質について、具体的把握を前提

としたとしても、それだけで直ちに、Ｅの見解(当然適用説)のように民

法の第三者保護規定は当然に適用されるという帰結が導かれる訳ではな

い。実際、Ａの見解(無関係説)は、民法の第三者保護規定の性質につい

て具体的把握を前提としつつ、その適用を否定する。それでは 2 つの見

解の分岐点は何か。 

 それは、特許法 74 条 1 項に基づく移転請求における「その特許がその

 
30 もっとも、概括的把握をしたからといって、民法の第三者保護規定と特許法 79

条の2第1項が、実際に並列・競合関係に立つ訳ではない。ここでの整理は、あく

まで各学説の民法の第三者保護規定の性質に関する理解が異なることを指摘する

ものである。注 16も参照。 
31 民法学上、民法 94 条 2 項の直接適用の場合における意思表示の無効の対抗不能

の意義については、無効主張否認説と法定効果説の対立があるとされる(学説の内

容及び状況について、中舎寛樹『民法総則〔第2版〕』(日本評論社、2018)186-187

頁、山本敬三編『新注釈民法(2)Ⅱ』(有斐閣、2024)60-61 頁[中舎寛樹]。）。この

対立は、対抗不能によって表意者と相手方の間の意思表示が有効となるか否かの

対立である。そうすると、この民法学上の議論は、一見本文で論じた具体的把握

と概括的把握の違いに対応しているようにも思われる。しかし、無効主張否認説

も法定効果説も、民法 94 条 2 項の効果が「意思表示の無効を対抗することができ

ない」であることを前提に、その意義を探求するものであり、具体的把握及び概

括的把握の違いとは別次元の議論であると考えられる。 

 なお、民法 94 条 2 項類推適用の場合には、意思表示自体がないため、両説の対

立の前提が欠けている(山本編・前掲本注・83 頁[中舎])。 
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発明について特許を受ける権利を有しない者の特許出願に対してされた」

(特許法123条 1項 6号)という要件(冒認要件)に関連する。すなわち、Ｅ

の見解(当然適用説)とＡの見解(無関係説)の分岐点は、この冒認要件に

関して、「客観的には冒認であるけれども請求の相手方である特許権者と

の関係では冒認と扱うことができない」という帰結を観念するか否かに

あると考えられる。以下では、上記の帰結を観念することを、請求の相

手方次第で冒認と扱われるか否かが変わる可能性があるという意味で、

冒認要件の相対的把握と呼ぶ。反対に、上記の帰結を観念しないことを、

冒認要件の絶対的把握と呼ぶ。 

一方で、冒認要件は、客観的に「その特許がその発明について特許を

受ける権利を有しない者の特許出願に対してされた」(特許法 123 条 1 項

6 号)といえるか否かが決定的であり、客観的に冒認である以上は冒認要

件の充足を否定することは許されないという立場が考えられる。この場

合、「請求の相手方である特許権者との関係では冒認と扱うことができな

い」という帰結は観念する余地がない。Ａの見解(無関係説)が民法の第

三者保護規定は関係がないとするのは、このような理解を前提とするた

めであると考えられる。また、Ｂ、Ｃ及びＤの見解(79 条の 2 優先説又は

適用可能説)も、民法の第三者保護規定の適用の可否を、冒認であること

を前提とした上で議論していることからすれば、冒認要件の絶対的把握

を前提とするものと考えられる。 

 これに対し、特許法 74 条 1 項に基づく移転請求の成否も真の権利者と

特許権者の間の法律関係の問題であることからすれば、「客観的には冒認

であるけれども請求の相手方である特許権者との関係では冒認と扱うこ

とができない」という帰結は、特に奇異なものではない。Ｅの見解(当然

適用説)は、移転請求が二者間の法律関係の問題であることを重視して、

冒認要件を相対的に把握していると考えられる。 

 

(エ)民法 94 条 2 項類推適用の場合との関係 

 これらの学説は、本件で問題となった、特許法 74 条 1 項に基づく移転

請求に対する民法 94 条 2 項類推適用の可否とどのような関係に立つか。

ここで、(ウ)で整理した学説の前提が、重要な意義を有する。 

 民法 94 条 2 項類推適用に各見解の議論の射程が及ぶかについては、各
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見解が、民法の第三者保護規定の性質についてどのように把握している

か(前述(ウ)ａ)によって決せられる。 

第 1 に、Ｂ、Ｃ及びＤの見解(❷民法の第三者保護規定の適用の可否に

ついて、79 条の 2 優先説又は適用可能説)は、民法の第三者保護規定の性

質について概括的に把握する。概括的把握の下では、民法 94 条 2 項直接

適用も民法 94 条 2 項類推適用も、冒認であることを前提としながら第三

者を保護する規律であると位置づけられる。そのため、それらの可否は、

実質的に同じ問題として扱われる。その結果、民法 94 条 2 項類推適用に

おいても、民法 94 条 2 項直接適用の場合と同様の議論が妥当することに

なる。したがって、Ｂの見解(79 条の 2 優先説)であれば、特許法 79 条の

2第1項があることから民法94条2項類推適用も否定されることになる。

他方、Ｃの見解及びＤの見解(適用可能説)であれば、民法 94 条 2 項類推

適用も可能であるということになる。 

第 2 に、Ａ及びＥの見解(❷の問題について無関係説又は当然適用説)

は、民法の第三者保護規定の性質について具体的に把握する。具体的把

握の下では、民法の第三者保護規定は、あくまで無効・取消し・解除の

対抗や効果の制限に関する規定であり、冒認であることを前提とした第

三者保護の規律として位置づけられることはない(その上で、民法の第三

者保護規定は移転請求には関係がないとするか(Ａの見解(無関係説))、

それとも冒認であるか否かの判断の中で民法の第三者保護規定が当然に

適用されるとするか(Ｅの見解(当然適用説))に分かれる。）。これに対し、

民法 94 条 2 項類推適用の可否は、意思表示が存在しないこと、すなわち

冒認であることを前提とする問題である。そのため、民法 94 条 2 項類推

適用の可否は、民法 94 条 2 項直接適用の場合とは根本的に異なる問題と

して位置づけられる。したがって、Ａの見解及びＥの見解から、直ちに

民法 94 条 2 項類推適用を否定する又は肯定するという帰結が導かれるこ

とはなく、移転請求制度の設計との関係で、改めてその可否を判断する

ことになる。 

まとめると、各見解の議論が民法 94 条 2 項類推適用の場合にも同様の

議論をすることになるか否かは、民法の第三者保護規定の性質をどのよ

うに理解するかによって決せられる。民法の第三者保護規定の性質につ

いて、第三者を何らかの形で保護する規定であると概括的に把握するの
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であれば、民法 94 条 2 項類推適用の場合も、議論の射程内となる。他方、

無効・取消し・解除の対抗や効果の制限に関する規定であると具体的に

把握するのであれば、民法 94 条 2 項類推適用の場合は、議論の射程外と

なる。 

逆に、本件の第一審判決及び控訴審判決の一般論が、無効・取消し・

解除の場合に影響するのかを考える上でも、民法の第三者保護規定の性

質をどのように考えるかが、重要である。この点については、6 において

詳述する。 

なお、移転請求における冒認要件に関する理解の違い(前述(ウ)ｂ)は、

各見解の議論の射程が民法 94 条 2 項類推適用に及ぶかを考える上では、

差し当たり関係がない。しかし、この点に関する理解は、無効・取消

し・解除の場合の議論と民法 94 条 2 項類推適用の可否に関する議論が整

合しているかを検討する上では、重要な前提問題となる。なぜならば、

本件の第一審判決及び控訴審判決と異なり、民法 94 条 2 項類推適用の効

果として冒認の対抗不能が導かれるとすると(後述 3(3)参照)、「客観的に

は冒認であるけれども請求の相手方である特許権者との関係では冒認と

扱うことができない」という帰結が導かれることになるためである。 

 ここまでの議論を整理すると、以下の表のようになる。 

 
移転請求の冒認要件 

冒認要件の絶対的把握 冒認要件の相対的把握 

民
法
の
第
三
者
保
護
規
定 

第三者を何らかの形で

保護する規定であると

の理解(概括的把握) 

Bの見解(79条の2優先説)、 

C及びDの見解(適用可能説) 

→民法 94 条 2 項類推適用

も、議論の射程内。 

該当なし 

無効・取消し・解除の対

抗や効果の制限に関する

規定であるとの理解 

(具体的把握) 

A の見解(無関係説) 

→民法 94 条 2 項類推適用

は、議論の射程外。 

Eの見解(当然適用説) 

→民法94条2項類推適

用は、議論の射程外。 

以上が、本件の背景にある、制度の概要及び学説の状況である。以下

では、判決の分析を行っていく。 

 

３ 民法 94 条 2 項類推適用に関する一般論 

 

（1）一般論としての民法 94条 2 項類推適用の可否 

 第一審判決は、民法 94 条 2 項類推適用と特許法 79 条の 2 第 1 項の要

件・効果は異なり、特許法 79 条の 2 第 1 項や他の規定には民法の第三者
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保護規定を上書きするような性格32はないとして、民法 94 条 2 項類推適

用の可能性を認めた。控訴審判決は、民法の第三者保護規定について

「法律行為の章に置かれた」という限定をつけ、「上書きする性格」を

「適用を排除する趣旨」に改めたが33、基本的には第一審判決と同様の判

示をしている。 

 民法 94条 2項類推適用は、特許法74条 1項に基づく移転請求が認めら

れないという帰結を導くものであるのに対し、特許法 79 条の 2 第 1 項は、

かかる移転請求が認められた後に、通常実施権を付与するものである。

両者は、問題となる局面が異なり、競合・並列関係には立たない。した

がって、第一審判決及び控訴審判決の理由づけは妥当である。 

もっとも、第一審判決及び控訴審判決の理由づけは、やや形式的であ

るとも思われる。以下の4つの観点から、より実質的な検討も行いたい。 

 

ア 移転請求制度の設計との関係 

特許法 79 条の 2 第 1 項それ自体は関係がないとしても、請求の相手方

が冒認について善意であっても移転請求が認められるという移転請求制

度の設計が、民法 94 条 2 項類推適用を排除しないかが問題となる。 

最初に、特許法 74条 1項に基づく移転請求に対して民法94条 2項類推

適用をすることが、文言上あり得ないということはないことを確認して

おく(ただし、「虚偽の外観」と民法 94 条 2 項類推適用による効果につい

ては、後述(2)及び(3)で検討する。）。 

その上で、立法時の議論から、民法 94 条 2 項類推適用を排除すること

が予定されていたといえるか。この点について、立案の基礎となった産

業構造審議会知的財産政策部会特許制度小委員会による報告書では、無

効審判請求がされれば特許権者が冒認について善意でも特許は無効とな

 
32 第一審判決における「民法の第三者保護規定を上書きするような性格」との文

言は、中山・前掲注 22・376 頁に見られる。 
33 「法律行為の章に置かれた」との限定は、民法の法律行為の章には置かれてい

ない、解除に関する規定については、別異に解する余地(解除の場合には冒認とな

らないとする方向性か。）を示唆するものである。また、「上書きする性格」を

「適用を排除する趣旨」に改めたことについては、注 32 の内容を前提に、中山説

をそのまま採用した訳ではないという含意があるように思われる。 
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るため保護の必要性がないこと等を理由に、真の権利者へ特許権が移転

される場合には、基本的には、第三者が権利を失うこととするのが適当

であるとされた34。もっとも、ここでは、「基本的には」との留保が付さ

れており、例外を認める余地を残す趣旨であると理解することができる。

そして、真の権利者に帰責性がある場合でも一切の例外なく移転を認め

るべきであるとする議論は見られない。立法時の議論から、民法 94 条 2

項類推適用を排除することが予定されていたとはいえない。 

したがって、請求の相手方が冒認について善意であっても移転請求が

認められるという移転請求制度の設計が、民法 94 条 2 項類推適用を排除

するとはいえない。 

 

イ 不動産登記と特許登録原簿の記録の類似性 

民法 94 条 2 項類推適用は、一般に、不動産登記に公信力がないことを

 
34 産業構造審議会知的財産政策部会・前掲注 12・61-62 頁。この提言は、「特許権

が移転される場合には」とあることから、移転請求が認められた後の問題を論じ

ているようにも見える。しかし、ここでの「第三者」には、当該特許権を冒認者

等から譲り受けた者(譲受人)が含まれることが明言されている。したがって、こ

の提言は、冒認者等からの譲受人が、真の権利者への特許権の移転により特許権

を失うこととするのが基本的に適当であるとの主張を含むものである。 

その主張の理由として、本文でも記したように、特許権者が冒認につき善意で

も特許は無効となるため保護の必要性がないことが挙げられている。もっとも、

移転請求が認められれば、真の権利者への移転登録により、無効理由が治癒する

(特許法 123条 1項 6号括弧書)。この規律の下では、冒認特許権者には、仮に当該

特許が冒認を理由に無効とされるものだとしても、なお民法 94 条 2 項類推適用に

より特許権の移転を阻止する必要性がある(さらに、無効審判においても民法94条

2 項類推適用が可能であると理解すべきであることについて、後述 7 参照)。した

がって、上記の理由は、現行法の下で民法 94 条 2 項類推適用を否定する理由には

ならない。また、報告書においては、その他の理由として、冒認者等は本来特許

権取得について何らの権利も有しないから、当該特許権の処分行為も原則無効な

ものと扱われるべきことと、仮に第三者を保護するとすれば、冒認者等が特許権

を譲渡することにより真の権利者を容易に害することができてしまうことも挙げ

られている。これらの理由は、虚偽の外観の作出・存続に係る真の権利者の帰責

性と第三者の正当な信頼とを要件として、例外的に第三者を保護することと両立

するものである。 
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前提に、一定の場合に第三者の登記に対する信頼を保護する法理として

機能しているとされる35。特許登録原簿の記録も、権利の帰属を公示する

ものでありながら公信力はないという点において不動産登記と異ならな

い36。特許法 74 条 1 項に基づく移転請求の場合には、特許権の帰属の公

示に対する信頼自体が問題となる訳ではないものの(後述(2)参照)、登記

又は登録を信頼した第三者を保護するか否かが問題となるという点では

共通している。 

このことから、特許登録原簿の記録には、民法 94 条 2 項類推適用の基

礎があるといえる。 

 

ウ 特許権に基づく特許権移転登録抹消登録手続請求との類似性 

特許権に基づく妨害排除請求としての特許権移転登録抹消登録手続請

 
35 中舎・前掲注 31・192-193 頁、四宮和夫＝能見善久『民法総則〔第九版〕』(弘

文堂、2018)237頁、佐久間毅『民法の基礎1 総則〔第5版〕』(有斐閣、2020)146

頁、山本編・前掲注 31・68-69 頁[中舎]。 

36 控訴審判決においてＸ社の補充主張がまとめられている部分では、①特許権に

ついては、不動産所有権と異なり、特許を無効にする手続があるから、第三者に

権利を取得させる態様での保護まで認める必要性がないこと、②不動産所有権は

不動産という有体物を対象とするのに対し、特許権は、無体物を対象とする権利

であって、真の権利者による実施と第三者による実施とを両立させることができ

るため、通常実施権を認めれば十分な保護になることが指摘されている(控訴審判

決第 2-3(1)。控訴審判決裁判所ウェブサイト掲載版 4-5 頁。）。 

しかし、①に対しては、移転請求に対して民法 94 条 2 項類推適用を認めること

により、少なくとも真の権利者への移転登録及びそれに伴う冒認の無効理由の治

癒(特許法 123条 1項 6号括弧書)を防ぐことはできる(後述 7参照)から、冒認が無

効理由であるからといって、保護の必要性がなくなる訳ではないとの反論が可能

である。また、②に対しては、特許権の帰属の保護と、実施の保護とを、同じ

「第三者の保護」として同視することはできないことを指摘することができる。

特許権は、他者による業としての実施を禁止することができる点に、その本来的

意義がある。複数の実施が両立し得るからといって、通常実施権で十分な保護に

なるとは限らない(もちろん、冒認等の無効理由がある限り、当該特許権は無効の

抗弁により権利行使をすることができない。しかし、後述7の通り、無効審判・無

効の抗弁についても民法 94 条 2 項類推適用が認められると理解する余地は十分に

ある。）。 
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求に対して、民法 94 条 2 項類推適用が可能であることに、異論はないも

のと考えられる。 

この特許権移転登録抹消登録手続請求と特許法 74 条 1 項に基づく移転

請求は、最終的に真の権利者に特許権の登録名義を得させるための請求

であるという点において、共通している。 

確かに、相違点はある。特許権が一次的には冒認者に帰属すると考え

る限り(後述(2)における②説参照)、特許法 74 条 1 項に基づく移転請求

は、特許権に基づく請求ではない。また、特許法 74 条 1 項に基づく移転

請求は、冒認出願に対して特許がされたことを要件とする点において、

特許権に基づく妨害排除請求とは実体法上の要件が異なる。そして、特

許法 74 条 1 項に基づく移転請求は冒認の無効理由の治癒(特許法 123 条 1

項 6 号括弧書)を伴うから、効果も全く同じという訳ではない。そのため、

両者を単純に同視することはできない。 

しかし、これらの相違点は、特許権に基づく妨害排除請求としての特

許権移転登録抹消登録手続請求については民法 94 条 2 項類推適用を肯定

しながら、特許法 74条 1項に基づく移転請求については民法94条 2項類

推適用を否定することに、説得的な説明を与えるものではないと考える37。 

 

エ 真の権利者の要保護性の相違 

真の権利者といっても、産業スパイの被害者のような者と、自ら虚偽

の外観を作出した者とでは、自ずと要保護性が異なる。権利外観法理の

適用は排除されないと解した方が、例外的な事案における適切な解決を

導くことができると考えられる。 

 

 
37 これに関して、特許を受ける権利の譲渡契約が虚偽表示により無効であった場

合に民法 94 条 2 項が直接適用されることを論じるに際し、特許権の譲渡契約が虚

偽表示により無効となる場合には民法 94 条 2 項の直接適用により第三者が保護さ

れることを論拠として提示するものとして、田村ほか・前掲注 21『プラクティス』

287 頁、田村ほか・前掲注 21『講義』394 頁、島並ほか・前掲注 23・67-68 頁[横

山]がある。ただし、民法の第三者保護規定の性質を具体的に把握すれば、民法 94

条 2 項直接適用の可否と民法 94 条 2 項類推適用の可否とは根本的に異なる問題と

して位置づけられる(前述 2(2)イにおける(ウ)及び(エ)参照)。 
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オ 小括 

以上の点に鑑みれば、特許法 74 条 1 項に基づく移転請求に対して民法

94 条 2 項類推適用をすることは可能であると解される。 

 

（2）虚偽の外観の内容 

 民法 94 条 2 項類推適用の可能性があるとしても、冒認の場合における

虚偽の外観とは何なのか。 

第一審判決は、Ⅹ社の帰責性に係るあてはめにおいて「Ｂが本件特許

に係る特許権者であるとの虚偽の外観」という表現を用いている。すな

わち、虚偽の外観としては、「特許権の設定登録を受けた者が特許権者で

ある」ということを観念しているものといえる。これに対し、控訴審判

決は、「Ｂが本件特許に係る特許を受ける権利を有しあるいは特許権者で

あるとの虚偽の外観」という表現を用いている。これは、「特許権の設定

登録を受けた者が特許を受ける権利を有している」ことと「特許権の設

定登録を受けた者が特許権者である」ことの双方を、選択的に虚偽の外

観として観念しているものといえる。つまり、第一審判決も控訴審判決

も、「特許権の設定登録を受けた者が特許権者である」との外観を観念し

ている。 

しかし、このような虚偽の外観の理解は適切でない。以下の点に鑑み

れば、「特許権の設定登録を受けた者が設定登録時に38特許を受ける権利

を有していた」との虚偽の外観のみを観念すべきであった。 

 議論の前提として、移転前の権利帰属の状態について、2 つの考え方が

あり得るとされる39。第 1 に、特許処分は権利の帰属と関係がなく、した

がって、特許権は、移転請求前から真の権利者に原始的に帰属している

という考え方(以下「①説」という。）、第 2 に、特許権は、特許処分によ

り暫定的に出願人に帰属するが、移転請求がされることで、遡及的に真

の権利者に移転するという考え方(以下「②説」という。）である。 

しかし、特許法 74 条 1 項は「特許を受ける権利を有する者」に請求権

 
38 「設定登録時に」としたのは、本評釈が、特許法 74 条 1項に基づく移転請求及

び冒認を理由とする無効審判における冒認の判断基準時について、その判断基準

時は設定登録時であるとの理解を前提としているためである。注 14 参照。 

39 髙部・前掲注 6・481 頁。大渕・前掲注 8・81-82 頁及び 99-101 頁。 
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を与えていること、同条 2 項は初めから帰属していたものと「みなす」

と規定していることからすれば、②説が自然である40。あえて①説を採っ

て条文の文言から離れた議論をする意義は乏しい。 

虚偽の外観を「特許権の設定登録を受けた者が特許権者である」と観

念することは、基本的に①説を前提とするものである41。②説を前提とす

れば、特許権は、暫定的にではあれ冒認特許権者に帰属するのだから、

「特許権の設定登録を受けた者が特許権者である」ことは、虚偽ではない。

第一審判決及び控訴審判決には、虚偽ではないことを虚偽の外観として

観念している点において、問題がある。 

ただし、このことは、冒認の事案においておよそ虚偽の外観が存在し

ないということを意味するものではない。以下の通り、「特許権の設定登

録を受けた者が設定登録時に特許を受ける権利を有していた」ことを虚

偽の外観として観念することは可能である。 

まず、前提として、特許権の設定登録は、その時点で出願人名義を有

する者に対してされる。出願人は特許を受ける権利を有している建前で

あるから、特許権の設定登録により「特許権の設定登録を受けた者が設

定登録時に特許を受ける権利を有していた」ことの表示があるといえる。 

その上で、この表示は、民法 94 条 2 項類推適用に値する外形といえる

か。この点に関して、未登記建物について固定資産課税台帳上の所有名

義が虚偽の外観にあたる旨を判示した最高裁判例がある。その調査官解

説は、一般に、民法 94 条 2 項類推適用に値する外形であるかについては、

①その表示の制度目的が権利の表示にあるか否か、②社会生活あるいは

取引上一般に権利の表示と見られているか否か、③権利を表示している

蓋然性あるいは正確度がかなり高いか否か等の点を考慮しなければなら

ないところ、当該最高裁判決は、②・③の点を重視して固定資産課税台

 
40 大渕・前掲注 8・100 頁参照。 
41 もちろん、②説を前提としても、第一審判決及び控訴審判決がいう「特許権者」

とは本来的特許権者をいうものであると解すれば、②説と整合的に理解すること

ができる。しかし、その場合も、本来的特許権者とは、設定登録時に特許を受け

る権利を有していた特許権者ということであるから、結局、設定登録時に特許を

受ける権利を有していた者に関する外観が問題となる。 
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帳上の所有名義を登記に準じて考えたとする42。 

これに即して考えると、①については、特許権の設定登録の制度目的

は、特許権の表示にはあるといえるけれども、「特許権の設定登録を受け

た者が設定登録時に特許を受ける権利を有していた」ことの表示にある

訳ではない。しかし、②に関して、特許権譲渡契約を締結する際、譲渡

人が特許権者であることが特許登録原簿の記録から確認されれば、冒認

等に関する不審事由が報告されているような場合でない限り、冒認等に

ついて綿密な調査はされないものと考えられる43。また、③に関して、特

許出願前の特許を受ける権利の承継は、特許出願が対抗要件であり(特許

法34条1項)、出願後の承継は、一般承継の場合を除き、届出が効力発生

要件である(同条 4 項)。そして、特許査定を経ているということは、査

定時には冒認等に係る拒絶理由が発見されなかったことを意味する(特許

法 51 条)。これらの規律も考慮すれば、特許権の設定登録がされた場合

に「特許権の設定登録を受けた者が設定登録時に特許を受ける権利を有

していた」蓋然性は高いといえる。そうすると、特に②・③の点から、

特許権の設定登録における「特許権の設定登録を受けた者が設定登録時

に特許を受ける権利を有していた」ことの表示を、民法 94 条 2 項類推適

用における虚偽の外観として観念することは可能である。 

また、後述(3)の通り、「特許権の設定登録を受けた者が設定登録時に

特許を受ける権利を有していた」ことを虚偽の外観として観念すれば、

虚偽の外観と民法 94 条 2 項類推適用による効果について一貫した説明を

与えることができる。 

したがって、民法94条2項類推適用にあたっては、「特許権の設定登録

を受けた者が設定登録時に特許を受ける権利を有していた」との外観を

問題とすべきであったと考える。本件に即していえば、「Ｂが設定登録時

に特許を受ける権利を有していた」との虚偽の外観を観念すべきであっ

たということになる。 

 

 

 
42 田尾桃二「判解(最判昭和 48 年 6 月 28 日民集 27 巻 6 号 724 頁)」最判解民事篇

昭和 48 年度(1977)15 頁。 

43 時田・前掲注 10・56 頁も参照。 
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（3）民法 94条 2 項類推適用の効果 

 第一審判決及び控訴審判決は、民法 94 条 2 項類推適用により、「Ｘ社

は、Ⅹ社が特許を受ける権利を有していることをＹ社に対し主張するこ

とができない」(特許を受ける権利の対抗不能)という効果を導いた。 

本件の第一審判決及び控訴審判決は、後述 4(2)の通り、最判平成 18 年

2 月 23 日民集 60 巻 2 号 546 頁(以下「最判平成 18 年」という。）を参照

したものと考えられる。対抗不能という効果についても、最判平成 18 年

をはじめとする民法 94 条 2 項類推適用に関する最高裁判決に倣ったもの

といえる。もっとも、最判平成 18 年は、「上告人は、Ａが本件不動産の

所有権を取得していないことを被上告人に対し主張することができない」

との効果を導いていた。本件の第一審判決及び控訴審判決は、最判平成

18 年の「Ａが本件不動産の所有権を取得していないこと」という部分を

「Ⅹ社が特許を受ける権利を有していること」に改めて適用したというこ

とになる。 

しかし、このように表現を改めた結果、外観と効果との間に、断絶が

生じている。すなわち、Ｂが本件特許に係る特許権者である(又は特許を

受ける権利を有する)との外観と、Ⅹ社が現在特許を受ける権利を有して

いることの対抗不能という効果との間には、全く繋がりがない。権利外

観法理は、外観を信じた第三者を保護する法理である。換言すれば、権

利外観法理は、少なくとも当該第三者との関係では、外観の通りであっ

たものとして扱うという法理であるといえる。外観と効果との間に齟齬

があることは、妥当でない44。 

虚偽の外観として「特許権の設定登録を受けた者が設定登録時に特許

を受ける権利を有していた」ことを観念すれば(前述(2)参照)、それに対

応する効果も、「真の権利者は、特許権の設定登録を受けた者が設定登録

時に特許を受ける権利を有していなかったことを請求の相手方に対し主

張することができない」との効果(冒認の対抗不能)になる。この効果は、

特許法 74 条 1 項の要件充足を否定するのに十分である上、虚偽外観と効

果に一貫した説明を与えることができる。 

 
44 最判平成 18 年は、「Ａが所有者であるとの外観」について、「上告人は、Ａが本

件不動産の所有権を取得していないことを被上告人に対し主張することができな

い」との効果を導いている。つまり、外観と効果には繋がりがあった。 
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したがって、民法 94 条 2 項類推適用の効果としては、冒認の対抗不能

を導くべきであったと考える45,46。本件に即していえば、「Ⅹ社は、Ｂが

設定登録時に特許を受ける権利を有していなかったことをＹ社に対し主

張することができない」との効果を導くべきであったということになる47。 

 

４ 本件への具体的適用 

 

（1）冒認該当性 

第一審判決においても控訴審判決においても、本件特許権が冒認に係

るものであることは、明示的な言及はないものの前提とされている。 

本件譲渡契約①は、Ａが、本件株主総会決議①後に、Ⅹ社代表取締役

名義で締結したものである。しかし、本件株主総会決議①については、

不存在確認判決が確定している。その対世効(会社法 838 条)を前提に、

Ａの行為が無権代理と評価され、冒認が前提とされたものと考えられる48。 

 

 

 
45 この論述は、第一審判決及び控訴審判決が導き出した効果と私見に基づく効果

とを対比した上で私見に基づく効果の方がよいとするものではなく、そのような

議論をする前の段階の問題として、そもそも第一審判決及び控訴審判決が導き出

した効果は本来導くことのできないものであったことを指摘するものである。仮

に、第一審判決及び控訴審判決が導き出した効果を導くことが正当化されるとす

ると、特許法 74 条 1 項に基づく移転請求についての帰結に両者で差は生じない。

ただし、無効審判においても民法 94 条 2 項類推適用をすることができると考える

場合には、その際の帰結に若干の差が生じる(後述 7(1)参照)。 

46 なお、この議論は、あくまで実体法上の効果を論ずるものであり、冒認の無効

理由に関する証明責任の分配について一定の立場を示すものではない。すなわち、

本評釈は、移転請求訴訟の原告が、「特許権の設定登録を受けた者が設定登録時に

特許を受ける権利を有していなかったこと」について証明責任を負うとまで主張

している訳ではない。 
47 最判平成 18 年の文言に合わせれば、「Ⅹ社は、Ｂが本件特許に係る特許を受け

る権利を取得していないことをＹ社に対し主張することができない」となる。 
48 なお、仮に、本件各株主総会決議が存在していたとすると、本件譲渡契約①は、

Ｂとの関係で直接取引(会社法356条 1項 2号)に該当する。仮に必要な手続が履践

されていなかった場合に、冒認と評価されるかは別途問題となる。 
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（2）民法 94条 2 項類推適用の類型選択 

 第一審判決も控訴審判決も、あてはめの文言から、真の権利者の「自

ら外観の作出に積極的に関与した場合やこれを知りながらあえて放置し

た場合と同視し得るほど重い帰責性」と、第三者の「善意無過失」とを、

民法 94 条 2 項類推適用の要件としていると考えられる。これらの文言は、

民法 94 条 2 項、110 条の類推適用を行った最判平成 18 年を参照したもの

と考えられる。ただし、第一審判決及び控訴審判決は、最判平成 18 年を

明示的に引用・参照している訳ではなく、民法110条も摘示していない。

むしろ、第一審判決及び控訴審判決は、「民法94条2項類推適用」という

権利外観法理に基づく一般法理があることを前提に、その一般的要件と

して上記の文言を用いているように思われる。 

民法 94条 2項類推適用の法理には、民法94条 2項の単独類推適用をす

る類型と、民法 110 条との重畳類推適用をする類型がある。前者は、第

三者に善意のみを要求し、後者は、第三者に善意無過失を要求する。両

者は、外観の作出に真の権利者の意思関与があったか否かで区別される

とされる49。本件では、真の代表者とされるⅮに、本件譲渡契約①への意

思関与があったとはいい難く、適用の可能性があるのは重畳類推適用の

類型である。第一審判決及び控訴審判決が重畳類推適用の要件を用いた

ことは妥当だと考えられる。 

 

（3）民法 94条 2 項類推適用のあてはめにおける考慮要素 

ア 真の権利者の帰責性 

 第一審判決は、(ⅰ)Ⅹ社の内部事情や行為と、(ⅱ)Ｄの外観認識から

株主総会決議不存在確認訴訟提起までの期間(約 4 年)及び不存在確認判

決確定からＹらへの本件特許権の譲渡(本件譲渡契約②)までの期間(約半

年)を挙げて、Ⅹ社の帰責性を認めた。 

 控訴審判決も、基本的に同様である。ただし、(ⅱ)については、Ｄの

認識について、(a)Ｂ及びＣがそれぞれＸ社の代表取締役又は取締役に就

任し、Ⅹ社の運営が混乱に陥っていることの認識、(b)虚偽の外観の認識、

 
49 民法 94 条 2 項類推適用法理の各類型について、中舎・前掲注 31・194-198 頁、

四宮ほか・前掲注35・238-241頁、佐久間・前掲注35・137-146頁、山本編・前掲

注 31・70-76 頁[中舎]。 
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(c)これらがＡの問題のある行為に起因することの認識の 3 点の認識を指

摘しており、第一審判決が挙げた事情に(a)及び(c)の認識を追加してい

る。また、控訴審判決は、「出願人ないし特許権者の名義を適正に戻すた

めの方策をとることなく」との一節を挿入している。 

 (ⅰ)に関して、第一審判決及び控訴審判決は、具体的な事情として、

Ａが元々Ｄの部下であったこと、ＡがＤの依頼により一時期Ｘ社の代表

取締役を務めたこと、ＨがＴ社へＸ社株式を譲渡するにあたりＡを経由

させたことを指摘する。控訴審判決は、さらに、Ｄの代表取締役就任に

至る経緯や、Ｄが代表取締役に就任した後すぐに、Ⅹ社の銀行口座が使

用できなくなるなど業務運営に支障を来したことも指摘する。 

冒認の直接的な原因は、本件株主総会決議①や本件譲渡契約①という

Ａによる行為であったにもかかわらず、第一審判決及び控訴審判決は、

Ａではなく、Ⅹ社の真の代表者とされるＤを基準として、Ⅹ社の帰責性

を判断している。その理由は、第一審判決及び控訴審判決が、Ａを、Ⅹ

社の外部の人間として扱っているからであると考えられる。本件では、

ＡがⅩ社の従業員であるとの事実は認定されていない。仮に、Ａが本件

株主総会決議①や本件譲渡契約①の際にⅩ社の従業員であったというよ

うな事実が認定されていれば、Ａを基準としてⅩ社の帰責性が判断され

たものと考えられる(その場合、より簡単にⅩ社の帰責性が認められたで

あろう。）。 

 (ⅱ)に関して、放置期間の長さは、民法 94 条 2 項類推適用における帰

責性評価の一考慮要素とされるといわれる50。この点に関連して、平成23

年改正においては、ドイツやフランスの移転請求制度には期間制限があ

る中で51、期間制限はあえて設けられなかった。その理由としては、無効

 
50 米倉明「判批(最判昭和 48 年 6 月 28 日民集 27 巻 6 号 724 頁)」法協 92 巻 2 号

(1975)186 頁。山本編・前掲注 31・78 頁[中舎]は、放置期間は数か月から数年ま

で様々であるが、その間に登記名義人が名義を利用して第三者との間で法律行為

をするのに足りる期間であればよいとされているようであると整理する。 

51 日本国際知的財産保護協会「特許を受ける権利を有する者の適切な権利の保護

の在り方に関する調査研究報告書(平成 22 年 3 月)」(https://www.jpo.go.jp/resources/

report/takoku/document/zaisanken_kouhyou/h21_report_02.pdf)(2024 年 12 月 6 日最終

閲覧)11-12 頁。 
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審判には期間制限がなく、無効審判により特許権をいつでも消滅させら

れ得る冒認者等の期待を保護する必要はないことが挙げられた52。しかし、

無効審判と異なり、移転請求制度は、真の権利者に特許権を帰属させる

ための制度である。無効審判請求の場合は、自らに権利行使がされるお

それが生じてから請求することもあり得るだろう。しかし、移転請求は、

自身への権利の移転を求める積極的な請求である。真の権利者が冒認特

許権の設定登録を認識してから、合理的な期間内に移転請求をすること

を期待してよいであろう。そうすると、真の権利者が冒認を知りながら

あえて放置したような場合に、そのことを帰責性判断の一考慮要素とす

ること自体は、移転請求制度の趣旨に反しないと考えられる。 

もっとも、民法学上、民法 94 条 2 項類推適用における真の権利者の不

利益の正当化根拠は真の権利者の意思関与にあるとして、単なる放置だ

けでは帰責性を認めるべきでないとされる53。本件も、(ⅱ)放置期間の長

さだけでなく、(ⅰ)Ⅹ社の内部事情もあったからこそ、Ⅹ社の帰責性が

認められたものと理解すべきである。 

 放置期間に関して、第一審判決及び控訴審判決は、Ｄによる株主総会

決議不存在確認訴訟の提起の遅さを問題としているようにも思われる。

しかし、本件特許権の移転との関係では、株主総会決議不存在確認訴訟

を提起することは、必要不可欠ではない。確かに、株主総会決議不存在

確認訴訟の提起は、認容判決が得られれば、対世効(会社法 838 条)を通

じて第三者との間でも無権代理であることを前提とすることができる(前

述(1)参照)点において、本件特許権の移転との関係でも有用ではある。

しかし、株主総会決議不存在確認訴訟を提起せずとも、特許法 74 条 1 項

に基づく移転請求の中で関係する株主総会決議の不存在を主張すること

 
52 産業構造審議会知的財産政策部会・前掲注 12・64 頁。 
53 米倉・前掲注 50・184 頁。中舎・前掲注 31・202 頁。これらの指摘は、真の権

利者の意思関与がほとんどない場合にまで民法 94 条 2 項類推適用が拡大すること

を懸念するものであった。ただし、山本編・前掲注 31・78 頁[中舎]は、最判平成

18 年のような外形与因型の事例が登場するにいたっては、民法 94 条 2 項類推適用

は異次元の領域に入ったともいえ、このような批判のインパクトが薄れたことは

否めないとする。 
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は法的に可能である54。直接には、Ⅹ社は、特許を受ける権利の確認訴訟

や処分禁止の仮処分等の「出願人ないし特許権者の名義を適正に戻すた

めの方策」(控訴審判決)をとることが必要であった。 

 

イ 第三者の善意無過失 

 第一審判決及び控訴審判決は、「被告らの善意無過失」と項目を立てて、

Ｙ社完全子会社とＹ社の主観的態様を一緒に検討している。形式的には

被告Ｙ社はＹ社完全子会社からの転得者であるものの、担当者も同一で

あり、両者を一体的に「第三者」と見ることは実態に即している。 

 その上で、第一審判決及び控訴審判決は、(ⅰ)Ｙ社側担当者が、本件

譲渡契約②の時点で、不審事由に関する報告を受けていないこと、(ⅱ)

本件譲渡契約①の締結から既に 6 年 5 か月以上が経過していた(控訴審判

決は、出願公開から 5 年以上が経過していたことも指摘する。）にもかか

わらず明示的な紛争は生じていなかったことを挙げて、Ｙ社らは善意無

過失であったとした。妥当な評価であると思われる55。 

 

５ 他の法律構成の可能性 

 

 本件が無権代理の事案であったこと(前述 4(1)参照)からすれば、表見

代理やそれに類する規定(民法 109 条、110 条、112 条、会社法 354 条、

908 条 2 項)の直接適用又は類推適用も考えられたように思われる。しか

 
54 江頭憲治郎『株式会社法〔第 9版〕』(有斐閣、2024)393 頁参照。 
55 平成 23年改正前の裁判例だが、同様の移転請求に対して民法94条2項類推適用

が主張された裁判例がある(東京高判平成 16 年 4 月 20 日平成 15 年(ネ)第 2071 号

裁判所ウェブサイト[飲食品調理パック・自動調理用パッケージ](山下和明裁判

長))。この裁判例では、代表取締役による特許を受ける権利の譲渡担保権設定が、

「重要なる財産の処分」(商法 260 条 2項 1号(当時。会社法 362条 4項 1号に相当

する。）)であるにもかかわらず取締役会の決議を欠くとして無効とされた。そし

て、第三者(会社)の代表者が上記代表取締役の妻であり、その会社が設立後約1か

月で特許権を買い受けたことを指摘し、仮に民法 94 条 2 項の類推適用があり得る

としても、善意の第三者とはいえないと判示した。この裁判例と比較すれば、本

件におけるＸ社とＹ社の関係の希薄さも、善意無過失との評価を基礎づけたとい

える。 
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し、本件は、いずれの規定も直接適用は困難な事案であった(例えば民法

112 条は 1 つの有力な候補といえるものの、民法 112 条における「第三者」

は無権代理人の直接の相手方を指すことに異論はないとされる56。）。また、

類推適用についても、これらの規定が、主に取引の相手方の保護を念頭

に置いた規定であることからすれば、少なくとも、民法 94 条 2 項類推適

用よりも優位な構成であるとはいえないように思われる。 

 それでは、権利外観法理以外の一般法理はどうか。 

 信義則(民法1条2項)については、権利失効の原則が候補として考えら

れる。しかし、民法 94 条 2 項類推適用と異なり、権利失効の原則は判例

によって確立された法理であるとはいい難く57、また、日本法におけるそ

の承認や適用には慎重な見解が多い58。 

 権利濫用(民法1条3項)についても、本件のⅩ社に、Ｙ社に対する害意

があったとはいい難く、相対的に採りにくい構成であったといえよう。 

 

６ 無効・取消し・解除の場合への影響 

 

 本件の第一審判決及び控訴審判決は、あくまで民法 94 条 2 項類推適用

の可能性のみを判示したものである。 

 それでは、本件の第一審判決及び控訴審判決が、無効・取消し・解除

の場合の移転請求の可否の議論にどのように影響するといえるか。この

点については、前述 2(2)イで整理した 2 つの前提、とりわけ民法の第三

者保護規定の性質をどのように考えるかが重要となる。 

 前述 2(2)イでは、民法の第三者保護規定の性質について、第三者を何

らかの形で保護する規定と概括的に把握する見解(概括的把握)と、無

効・取消し・解除の対抗や効果の制限に関する規定と具体的に把握する

見解(具体的把握)があることを述べた。 

 民法の第三者保護規定について、第三者を何らかの形で保護する規定

 
56 於保不二雄＝奥田昌道編『新版注釈民法(4)』(有斐閣、2015)344 頁[安永正昭]。 

57 ただし、解除権の行使に関し、一般論として権利失効の原則を承認した判決と

紹介されるものとして、最判昭和 30 年 11 月 22 日民集 9 巻 12 号 1781 頁。 
58 山野目章夫編『新注釈民法(1)』(有斐閣、2018)159 頁[吉政知広]、谷口知平＝

石田喜久夫編『新版注釈民法(1)〔改訂版〕』(有斐閣、2002)106 頁[安永正昭]。 
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と概括的に把握するのであれば、その直接適用の場合も、問題状況は民

法 94 条 2 項類推適用の場合と異ならないことになる。したがって、この

ような理解を前提とすれば、本件の第一審判決及び控訴審判決は、無

効・取消し・解除の場合についても、民法の第三者保護規定を適用する

ことができるという方向性を示唆するものと理解することができる。た

だし、このような概括的把握の下でも、民法の第三者保護規定の適用の

可否を議論する前提として、無効・取消し・解除の場合に冒認となるの

かを検討する必要がある。その段階で、そもそも冒認ではないという判

断に至る余地は十分にある。とりわけ控訴審判決は、解除の場合には冒

認とならないとする方向性を示唆しているものと考えられる59。 

 他方、民法の第三者保護規定の性質について、無効・取消し・解除の

対抗や効果の制限に関する規定であると具体的に把握するのであれば、

その直接適用の場合は、問題状況が民法 94 条 2 項類推適用とは根本的に

異なる。民法の第三者保護規定は、何らかの意思表示又は契約があるこ

とを前提に、その意思表示又は契約について、移転請求の相手方である

第三者との関係では、無効・取消し・解除がされたものと扱うことがで

きないとする規定である。これに対し、民法 94 条 2 項類推適用は、およ

そ意思表示が存在しないことを前提に、外観を信頼した第三者を保護す

るものである。したがって、このような理解を前提とすれば、本件の第

一審判決及び控訴審判決は、あくまで意思表示が存在しない場合に民法

94 条 2 項類推適用が可能であることを判示したに留まり、無効・取消

し・解除の場合には影響しないということになる。 

 

７ 無効審判及び無効の抗弁 

 

本件の第一審判決及び控訴審判決は、特許法 74 条 1 項に基づく移転請

求について、民法 94 条 2 項類推適用を認めたものである。したがって、

それ以外の冒認に関する特許法上の規律、すなわち無効審判と無効の抗

弁における民法 94 条 2 項類推適用の可否については、本件の第一審判決

及び控訴審判決の判示するところではない。しかし、無効審判と無効の

 
59 控訴審が示唆する方向性について、注 33 参照。 
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抗弁における民法 94 条 2 項類推適用の可否は、事案の最終的な帰結や当

該特許権の価値を考える上で非常に重要であり、それらの考え方次第で、

本件の第一審判決及び控訴審判決の見え方も、大きく変わることになる。 

 

（1）無効審判 

 冒認は、無効審判における無効理由でもある(特許法123条 1項 6号)。

本件においても、Ⅹ社が、冒認を理由として無効審判請求をすることは

考えられる。無効審判においても、民法 94 条 2 項類推適用は可能である

かが問題となる。 

第 1 に、無効審判においては、移転請求と異なり、民法 94 条 2 項類推

適用をすることはできないとする見解が考えられる。 

無効審判は、請求人と被請求人との間の具体的な権利義務又は法律関

係の存否を争う手続ではなく、特許を無効とすることについて審決を求

める手続である(特許法123条1項柱書参照)。一般論として、無効審判に

おいて、請求人と被請求人の間の利益較量を行うことはできない。 

別の視点から捉え直せば、移転請求は、特許権の帰属の問題であるの

に対し、無効審判は、特許の有効性の問題である。民法 94 条 2 項類推適

用は、帰属の問題にのみ適用される法理であると理解すると、無効審判

には適用の余地がないことになる。 

この場合、第三者(特許権者)は、民法 94 条 2 項類推適用により移転請

求からは保護されるものの、無効審判を請求されれば特許権そのものを

失うことになる60。ここでは、民法 94 条 2 項類推適用は、第三者保護の

ための法理というよりも、真の権利者への移転登録及びそれに伴う無効

理由の治癒(特許法123条 1項 6号括弧書)を阻止するための法理として機

能することになる。 

これに対して、第 2 に、無効審判においても民法 94 条 2 項類推適用は

可能であるとする見解も考えられる。2 つの理由づけが考えられる。 

 
60 大渕・前掲注 8・103-104 頁は、真の権利者による放置があまりにもひどければ、

移転請求が権利濫用等になる可能性はあるとしつつ、その場合も、無効審判によ

る無効化の可能性は永遠にあり、第三者の特許権取得の利益ないし期待とはいっ

ても、要保護性の乏しいものに過ぎないとする。民法 94 条 2 項類推適用について

も同様の議論になるものと考えられる。 
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まず、冒認等の無効理由については、例外的に真の権利者と特許権者

の利益較量を行う余地がある。冒認等の無効理由は、新規性・進歩性等

の他の無効理由と異なり、公益的なものではなく、真の権利者の希望を

実現するためのものである。このことは、冒認等の無効理由については、

請求人適格が真の権利者に限られる(特許法123条2項括弧書)ことにも表

れている。請求人適格が真の権利者に限られるということは、冒認等の

無効理由については、無効審判であっても真の権利者と特許権者との間

でしか争われ得ない。また、民法 94 条 2 項類推適用がされても、冒認等

を理由とする無効審決はされないという帰結が生じるのみであるから、

民法 94 条 2 項類推適用により、対世的な効果が生じる訳ではない。つま

り、民法 94 条 2 項類推適用を認めたとしても、弊害は生じない。したが

って、冒認等を理由とする無効審判については、例外的に、民法 94 条 2

項類推適用法理という真の権利者と特許権者の利益較量の枠組みを導入

する余地がある。 

ここで問題となるのは、民法94条2項類推適用の効果が、第三者(特許

権者)に対しての対抗不能であって、特許庁に対しての対抗不能ではない

という点である。しかし、上述のように、冒認等の無効理由については、

真の権利者と特許権者との間でしか争われ得ない。そのため、被請求人

に対して対抗不能である事項は、特許庁(審判合議体)も、権利義務又は

法律関係の存否に関する紛争の場合に準じて、その事項が認められない

ものとして扱わなければならないと解することは可能である。 

民法 94 条 2 項類推適用が外観を信頼した第三者を保護するための法理

であることからすれば、その第三者保護の価値判断を、特許の有効性の

局面でも徹底すべきであると考えられる。 

この第 2 の見解の下では、民法 94 条 2 項類推適用により、効果につい

て本件の第一審判決及び控訴審判決が導いた効果に従うならば、請求人

は、請求人が特許を受ける権利を有する者であることを主張することが

できないとして、無効審判請求が却下される(特許法123条2項)ことにな

る(私見のように、民法94条2項類推適用の効果を冒認の対抗不能と考え

れば(前述 3(3)参照)、却下ではなく請求不成立審決となる。）61。 

 
61 この第 2 の見解を採る場合において、もし特許権が共有状態にあるならば、そ
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（2）無効の抗弁 

 同様の問題は、いわゆる無効の抗弁(特許法104条の 3第1項)において

も生じる。例えば、本件のＹ社が、ある主体Ｐの行為が本件特許権を侵

害するとして、Ｐに対し、差止請求や損害賠償請求をしたときに、Ｐが、

冒認を理由とする無効の抗弁を主張することが考えられる(特許法 104 条

の 3第 3項参照)。この場合に、Ｙ社は、民法94条 2項類推適用を再抗弁

的に主張することができるかが問題となる。 

 無効の抗弁は、無効審判により特許が無効とされるべきものと認めら

れるときに、その権利行使を否定する規律であるから、その解釈は、無

効審判における解釈と共通すると考えられる。 

 無効審判における第 1 の見解からすれば、無効の抗弁についても、民

法 94 条 2 項類推適用を再抗弁的に主張することはできない。この場合、

第三者(特許権者)は、民法 94 条 2 項類推適用により移転請求から保護さ

れるとはいっても、権利行使の余地がなく価値のない特許権を有するに

過ぎないことになる。この点からも、この見解の下では、民法 94 条 2 項

類推適用は、第三者保護のための法理というよりも、真の権利者への移

転登録及びそれに伴う無効理由の治癒(特許法123条 1項 6号括弧書)を阻

止するための法理として機能することになる。 

 これに対し、第 2 の見解からすれば、無効の抗弁についても、民法 94

条 2 項類推適用を再抗弁的に主張することにより、権利行使が可能とな

る。この場合、当該特許権は、冒認がなかった場合と同等の価値を有す

ることになる。 

 
れぞれの共有者についての善意又は善意無過失の判断が分かれる可能性がある。

移転請求の場合には、民法 94 条 2 項類推適用がされない共有者に係る持分につい

てのみ、移転を認めることになる。しかし、無効審判の場合はどうか。民法 94 条

2 項類推適用により保護されるはずの者を保護するという観点から、特許を無効と

しないという帰結を導くのであれば、全ての共有者との関係で冒認を主張するこ

とができない限り無効とはならないと考えるか、例外的に部分無効を認めて当該

部分は他の共有者に帰属する(民法255条類推適用)と考えることができるように思

われる。ただし、共同出願違反であれば全部無効となることとの違いを合理的に

説明できるかは課題として残る。なお、共同出願違反についても、立法論として

は、これを無効理由とすることに反対する見解がある(大渕・前掲注8・124頁。産

業構造審議会知的財産政策部会・前掲注 12・64 頁注 26 も参照。）。 
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（3）検討 

民法 94 条 2 項類推適用法理は、第三者の信頼保護のための法理として

発展してきた。不動産所有権の事案では、権利の帰属の問題を処理する

だけで第三者の保護が十分であったが、冒認の事案では、特許の有効性

まで対処しなければ、第三者は保護されない。解釈論として成り立つ限

り、特許の有効性の局面にも民法 94 条 2 項類推適用を及ぼすべきである。

また、民法 94 条 2 項類推適用がされれば第三者は冒認等の無効理由のな

い特許権を取得すると解した方が、特許権譲渡取引における冒認等の不

確実性に伴う取引費用を低減させることにも繋がる。 

また、第 1 の見解を採った場合には、移転請求に対して民法 94 条 2 項

類推適用がされる場合であっても、特許権者は、冒認の無効事由があるた

めに、権利行使をすることができない。そのため、特許権者が、当該特許

権の排他権としての価値を享受しようと思えば、真の権利者との合意の上

で、一度移転請求を認諾して移転登録を経由し、冒認の無効理由を治癒さ

せた(特許法 123 条 1 項 6 号括弧書)後で、特許権を買い戻すことになる。

真の権利者もそのままでは移転請求をすることができないから、この取引

が成立する可能性は十分にある。しかし、このような事態が生じれば、第

三者の保護になっていないだけでなく、実際上、第 1 の見解が考えるとこ

ろの民法 94 条 2 項類推適用の機能(真の権利者への移転登録及びそれに伴

う無効理由の治癒を阻止すること)さえも損なわれることになる。 

第2の見解が法解釈として成り立つ限り、あえて第1の見解を採る意味

はない。そして、第 2 の見解が法解釈として成り立つことは、(1)で示し

た。第三者保護を重視し、第 2 の見解を採るべきであると考える。 

 

＊本件の第一審判決については、高林龍「特許法 79 条の 2(冒認中用権)

と民法の外観法理により保護されるべき第三者」創英国際特許法律事務

所法律部門サイト 2024 年 8 月 2 日記事62、小泉直樹「判批」ジュリ 1601

号(2024)8 頁がある。 

 
62 高林龍「特許法79条の 2(冒認中用権)と民法の外観法理により保護されるべき

第三者」創英国際特許法律事務所法律部門サイト 2024 年 8月 2 日記事(https://soei-

law.com/law-topics/%E7%89%B9%E8%A8%B1%E6%B3%9579%E6%9D%A1%E3%81%

AE2%EF%BC%88%E5%86%92%E8%AA%8D%E4%B8%AD%E7%94%A8%E6%A8%A

9%EF%BC%89%E3%81%A8%E6%B0%91%E6%B3%95%E3%81%AE%E5%A4%96%E

8%A6%B3%E6%B3%95%E7%90%86%E3%81%AB/)(2024 年 12月 6日最終閲覧)。 


